
（別紙）

府省等名

内閣官房 - - 1 1 

内閣法制局 - - - - 

人事院 - - 2 2 

内閣府 1 - 4 5 

宮内庁 - - - - 

公正取引委員会 - - 2 2 

国家公安委員会 1 - 19          20          

個人情報保護委員会 - - - - 

カジノ管理委員会 - - - - 

金融庁 2 - 5 7 

消費者庁 - - - - 

こども家庭庁 - - - - 

デジタル庁 - - - - 

復興庁 - - - - 

総務省 1 - 20          21          

法務省 1 - 67          68          

外務省 1 - 7 8 

財務省 19          - 49          68          

文部科学省 - 1 24          25          

厚生労働省 - 1 47          48          

農林水産省 - - 46          46          

経済産業省 7 1 40          48          

国土交通省 - 1 78          79          

環境省 - - 7 7 

防衛省 - - - - 

会計検査院 - - 2 2 

府省等計 33          4 420         457         

特定地方警務官（注１） -            - 35          35          

国立公文書館 - - - - 

統計センター - - - - 

造幣局 - - 1 1 

国立印刷局 1 - - 1 

農林水産消費安全技術センター 2 - 1 3 

製品評価技術基盤機構 1 - - 1 

駐留軍等労働者労務管理機構 - - - - 

行政執行法人計 4 - 2 6 

合　　　計 37          4 457         -         498         -         

【独立行政法人通則法第54条第１項において準用する国家公務員法第106条の23第３項の規定に基づく通知並びに同
法第106条の24第１項及び第２項の規定に基づく届出等（注２）】

（注２）行政執行法人の役員以外の職員に係る国家公務員法第106条の23第３項の規定に基づく通知並びに同法第106条の24第１項及び第２項の
規定に基づく届出を含む。

国家公務員法第106条の25第１項等の規定に基づく報告の概要　

（令和５年４月１日～同年６月30日分）

［届出等区分別］

【国家公務員法第106条の23第３項の規定に基づく通知並びに同法第106条の24第１項及び第２項の規定に基づく届出】

国家公務員法第106
条の23第３項の規定
に基づく通知
　（在職中の届出）

国家公務員法第106
条の24第１項の規定
に基づく届出
（離職後の事前届出）

国家公務員法第106
条の24第２項の規定
に基づく届出
（離職後の事後届出）

合計

（注１）特定地方警務官とは、警視正以上の階級にある都道府県警察の警察官（以下「地方警務官」という。）のうち、その属する都道府県警察にお
いて巡査の階級から順次警視の階級まで昇任し、引き続き地方警務官となった者及びこれに準ずるものとして国家公安委員会規則で定める者をい
う。
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内閣官房 1     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     1          
内閣法制局 -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -          
人事院 -     -     -     -     -     1     -     -     -     1     -     -     2          
内閣府 1     -     1     -     -     1     -     2     -     -     -     -     5          
宮内庁 -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -          
公正取引委員会 -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     2     2          
国家公安委員会 -     -     -     -     -     1     1     -     3     14    -     1     20         
個人情報保護委員会 -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -          
カジノ管理委員会 -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -          
金融庁 -     -     -     -     -     -     -     1     -     6     -     -     7          
消費者庁 -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -          

こども家庭庁 -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -          

デジタル庁 -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -          
復興庁 -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -          
総務省 7     1     2     -     -     2     5     1     -     3     -     -     21         

法務省 22    -     -     -     -     8     -     3     8     10    9     8     68         
外務省 3     1     -     -     -     1     2     -     -     1     -     -     8          
財務省 2     2     -     1     -     10    2     6     14    26    3     2     68         
文部科学省 -     2     2     -     -     4     2     9     1     4     1     -     25         
厚生労働省 4     2     1     -     -     7     7     3     8     12    2     2     48         
農林水産省 1     -     -     -     -     10    18    -     5     12    -     -     46         
経済産業省 6     2     4     1     -     -     9     1     3     21    -     1     48         

国土交通省 3     1     1     3     -     12    28    3     3     19    3     3     79         
環境省 -     -     -     1     -     -     -     -     -     5     -     1     7          
防衛省 -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     -          
会計検査院 1     -     -     -     -     -     -     -     -     1     -     -     2          

府省等計 51    11    11    6     -     57    74    29    45    135  18    20    457       

特定地方警務官（注１） 2     -     -     -     -     3     3     -     1     25    -     1     35         

国立公文書館 - - - - - - - - - - - - -          
統計センター - - - - - - - - - - - - -          
造幣局 - 1     - - - - - - - - - - 1          
国立印刷局 - - - - - - - - - 1     - - 1          
農林水産消費安全技術センター - - - - - - - - - 3     - - 3          
製品評価技術基盤機構 - - - - - - - - - 1     - - 1          
駐留軍等労働者労務管理機構 -     -     -     -     -     -     -     -     -     -     - -     -          

行政執行法人計 -     1     -     -     -     -     -     -     -     5     -     -     6          

合　　　計　 53    12    11    6     -     60    77    29    46    165  18    21    498       

【国家公務員法第106条の23第３項の規定に基づく通知並びに同法第106条の24第１項及び第２項の規定に基づく届出】

特殊
法人

認可
法人

公益社団
法人又は
公益財団
法人

国家公務員法第106条の25第１項等の規定に基づく報告の概要

（令和５年４月１日～同年６月30日分）

［再就職先区分別］

（注１）特定地方警務官とは、警視正以上の階級にある都道府県警察の警察官（以下「地方警務官」という。）のうち、その属する都道府県警察において巡査の
階級から順次警視の階級まで昇任し、引き続き地方警務官となった者及びこれに準ずるものとして国家公安委員会規則で定める者をいう。

【独立行政法人通則法第54条第１項において準用する国家公務員法第106条の23第３項の規定に基づく通知並びに同法第106
条の24第１項及び第２項の規定に基づく届出等（注２）】

（注２）行政執行法人の役員以外の職員に係る国家公務員法第106条の23第３項の規定に基づく通知並びに同法第106条の24第１項及び第２項の規定に基づ
く届出を含む。

学校法
人、社会
福祉法人
又は更生
保護法人

その他の
非営利法

人

営利
法人

自営業 その他
独立
行政
法人

国又は地
方公共団
体の機関

一般社団
法人又は
一般財団
法人

国立大学
法人

合計

再就職先
区分

府省等名
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自 至

1 清水谷　諭 56 内閣府大臣官房 R5.4.14 R5.5.24

①内閣府大臣官房　
併任　科学技術・
イノベーション推
進事務局　併任　
G7仙台科学技術大
臣会合準備室企画
官
②内閣府大臣官房

①R5.4.14
②R5.5.15

①R5.5.14
②R5.6.30

①大臣官房にかか
る事務及び科学技
術・イノベーショ
ンの推進にかかる
事務及びG7仙台科
学技術大臣会合に
関する事務
②大臣官房にかか
る事務

R5.6.30 R5.7.1
国立大学法人東
京大学

教育・研究

東京大学大
学院経済学
研究科特任
研究員

無 無

2 大塚　尚 58 警察庁長官官房付 R5.5.1 R5.6.26

①九州管区警察局
長
②警察庁長官官房
付

①R5.5.1
②R5.8.7

①R5.8.6
②R5.8.7

①局の事務を統括
し所属職員を指揮
監督
②長官官房の所掌
に関する事務

R5.8.7 R5.10.1
ＴＭＩ総合法律
事務所

弁護士業 弁護士 無 無

3 信森　毅博 55

金融庁総合政策局
リスク分析総括課
検査企画官 兼 総
合政策局リスク分
析総括課コンダク
ト企画室長 兼 総
合政策局リスク分
析総括課金融証券
検査官

R5.3.8 R5.5.25

金融庁総合政策局
リスク分析総括課
検査企画官 兼 総
合政策局リスク分
析総括課コンダク
ト企画室長 兼 総
合政策局リスク分
析総括課金融証券
検査官

R5.3.8 R5.6.30

金融機関のコンダ
クトリスクに関す
るモニタリング業
務に係る企画・立
案、コンダクト企
画室の掌理及び金
融機関のコンダク
トリスクに関する
モニタリング

R5.6.30 R5.7.1
アクセンチュア
株式会社

コンサルティング
業

プリンシプ
ル・ディレ
クター

無 無

4 山本　悦章 59

金融庁総合政策局
リスク分析総括課
特別検査官 兼 総
合政策局リスク分
析総括課主任特別
官 兼 監督局銀行
第一課課付 兼 監
督局総務課課付

R5.3.27 R5.5.9

金融庁総合政策局
リスク分析総括課
特別検査官 兼 総
合政策局リスク分
析総括課主任特別
官 兼 監督局銀行
第一課課付 兼 監
督局総務課課付

R5.3.27 R5.6.30

大手銀行・地方銀
行に対する市場リ
スクモニタリン
グ、市場リスク管
理に関するモニタ
リングの指導・助
言、大手銀行のグ
ループベースでの
経営管理・リスク
管理態勢に係るモ
ニタリング及び金
融機関に対するモ
ニタリング業務に
係る政策の企画・
立案並びに推進

R5.6.30 R5.7.1
岡三証券株式会
社

金融商品取引業
情報企画部
部員

無 無

所属・官職

在職期間

職務内容

再就職先の業務内
容

再就職先に
おける地位

求職の承
認（注
４）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注５）

国家公務員法第106条の25第１項等の規定に基づく報告
（令和５年４月１日～同年６月30日分）

【１　国家公務員法第106条の23第３項等の規定に基づく通知関連（注１）】

離職時の官職
約束前の求
職開始日
（注２）

再就職の約
束をした日

約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容
（注２）

離職日
再就職日
（注３）

再就職先の名称番号 氏名
離職時の年

齢
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自 至

所属・官職

在職期間

職務内容

再就職先の業務内
容

再就職先に
おける地位

求職の承
認（注
４）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注５）

離職時の官職
約束前の求
職開始日
（注２）

再就職の約
束をした日

約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容
（注２）

離職日
再就職日
（注３）

再就職先の名称番号 氏名
離職時の年

齢

5 島田　淳一 54

総務省総合通信基
盤局電波部電波環
境課電波利用環境
専門官(総務省情報
流通行政局総務課
調査官)

R4.12.14 R5.4.26
総合通信基盤局電
波部電波環境課電
波利用環境専門官

R4.12.14 R5.6.30

電波が及ぼす影響
による被害の防止
又は軽減に関する
技術的なこと

R5.6.30 R5.7.1
国立大学法人北
陸先端科学技術
大学院大学

教育・研究 特任教授 無 無

6 伊藤　亮二 38
名古屋地方検察庁
検事

R4.9.1 R5.4.16
名古屋地方検察庁
検事

R4.9.1 R5.6.30 検察事務 R5.6.30 R5.7.1
弁護士法人賢誠
総合法律事務所

弁護士業 弁護士 無 無

7 北村　吉崇 46
外務省大臣官房外
務事務官

R4.9.7 R5.6.23

①外務省大臣官房
外務事務官　併任　
内閣官房内閣情報
調査室内閣参事官
②外務省大臣官房
外務事務官

①R4.9.7
②R5.8.31

①R5.8.30
②R5.8.31

①大臣官房に係る
事務及び国際情勢
分析等をつかさど
る国際部門の事務
②大臣官房に係る
事務

R5.8.31 R5.9.1
日本電気株式会
社

電気通信機器、情
報処理システムの
製造及び販売等

上席プロ
フェッショ
ナル

無 無

8 丸山　徹 59
福岡財務支局管財
部長

R4.9.7 R5.4.25
福岡財務支局管財
部長

R4.9.7 R5.6.23
福岡財務支局管内
における国有財産
に関する事務

R5.6.23 R5.6.26 福岡県信用組合 金融業 嘱託職員 無 無

9 小林　基裕 58
近畿財務局京都財
務事務所長

R5.3.4 R5.6.5
近畿財務局京都財
務事務所長

R5.3.4 R5.6.30

京都財務事務所管
内における経済動
向等の調査及び国
有財産の管理、金
融機関の監督に関
する事務等

R5.6.30 R5.7.1
一般財団法人 
自賠責保険・共
済紛争処理機構

自賠責保険・共済
からの支払いに係
る紛争の調停事業

大阪支部グ
ループリー
ダー

無 無

10 新垣　嘉樹 60
東海財務局岐阜財
務事務所長

R5.4.16 R5.5.15
東海財務局岐阜財
務事務所長

R5.4.16 R5.6.30

岐阜財務事務所管
内における経済動
向等の調査及び国
有財産の管理、金
融機関の監督に関
する事務等

R5.6.30 R5.7.1 三甲株式会社

プラスチック物流
資材の開発、製
造、販売、物流コ
ンサル等

顧問 無 無

11 上田　悦弘 59
北海道財務局管財
部長

R5.4.4 R5.5.10
北海道財務局管財
部長

R5.4.4 R5.7.1
北海道財務局管内
における国有財産
に関する事務

R5.7.1 R5.9.1
証券会員制法人
札幌証券取引所

証券取引業務 審議役 無 無

12 川口　修 57
九州財務局理財部
次長

R5.5.15 R5.6.2
九州財務局理財部
次長

R5.5.15 R5.7.1

九州財務局管内に
おける財務行政の
執行に関する事務
等

R5.7.1 R5.8.1
一般社団法人南
九州信用金庫協
会

南九州地区の信用
金庫の健全な発展
を図るための事業

事務局長 無 有
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自 至

所属・官職

在職期間

職務内容

再就職先の業務内
容

再就職先に
おける地位

求職の承
認（注
４）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注５）

離職時の官職
約束前の求
職開始日
（注２）

再就職の約
束をした日

約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容
（注２）

離職日
再就職日
（注３）

再就職先の名称番号 氏名
離職時の年

齢

13 南部　寿美雄 59
東海財務局総務部
次長

R5.1.21 R5.5.1
東海財務局総務部
次長

R5.1.21 R5.7.1
会計、地域連携、
広報に関する事務
等

R5.7.1 R5.8.1 知多信用金庫 金融業 事務職 無 無

14 安田　英樹 58
東海財務局金融商
品取引所監理官

R4.12.21 R5.3.28
東海財務局金融商
品取引所監理官

R4.12.21 R5.7.1
金融商品取引所の
監督

R5.7.1 R5.7.16
大垣西濃信用金
庫

金融業
副部長クラ
ス

無 無

15 青木　裕貴 60
国税庁東京国税局
青梅税務署長

R5.4.12 R5.6.5
国税庁東京国税局
青梅税務署長

R5.4.12 R5.7.9
内国税の賦課及び
徴収に関する事務

R5.7.9 R5.7.11
コンパッソ税理
士法人

税理士業 事務員 無 有

16 宇佐田　一雄 60
国税庁関東信越国
税局春日部税務署
長

R5.4.12 R5.5.12
国税庁関東信越国
税局春日部税務署
長

R5.4.12 R5.7.9
内国税の賦課及び
徴収に関する事務
等

R5.7.9 R5.8.1
税理士法人キャ
ンバス

税理士業 所属税理士 無 有

17 太田　圭彦 60
国税庁大阪国税局
東住吉税務署長

R5.4.10 R5.5.15
国税庁大阪国税局
東住吉税務署長

R5.4.10 R5.7.9
内国税の賦課及び
徴収に関する事務
等

R5.7.9 R5.8.1
公益社団法人泉
佐野納税協会

税務知識の普及と
納税意識の高揚に
資する各種事業等

専務理事 無 無

18 建部　守洋 61
国税庁東京国税局
横須賀税務署長

R5.1.26 R5.3.9
国税庁東京国税局
横須賀税務署長

R5.1.26 R5.7.9
内国税の賦課及び
徴収に関する事務
等

R5.7.9 R5.8.1
辻・本郷税理士
法人

税理士業 契約社員 無 有

19 佐藤　清 61
国税庁東京国税局
大月税務署長

R5.3.28 R5.5.30
国税庁東京国税局
大月税務署長

R5.3.28 R5.7.9
内国税の賦課及び
徴収に関する事務
等

R5.7.9 R5.7.18
税理士法人ＬＲ
パートナーズ

税理士業 事務員 無 有

20 関　善光 60
国税庁大阪国税局
姫路税務署長

R5.4.11 R5.5.12
国税庁大阪国税局
姫路税務署長

R5.4.11 R5.7.9
内国税の賦課及び
徴収に関する事務
等

R5.7.9 R5.8.1
公益社団法人大
津納税協会

税務知識の普及と
納税意識の高揚に
資する各種事業等

専務理事
（常勤役
員）

無 無

21 竹澤　栄朗 60
国税庁熊本国税局
徴収部長

R5.6.17 R5.6.24
国税庁熊本国税局
徴収部長

R5.6.17 R5.7.9
内国税の徴収に関
する事務

R5.7.9 R5.7.10
有限会社竹澤自
動車整備工場

自動車整備業 社員 無 無

22 田中　雅紀 61
国税庁大阪国税局
南税務署長

R5.4.15 R5.5.16
国税庁大阪国税局
南税務署長

R5.4.15 R5.7.9
内国税の賦課及び
徴収に関する事務
等

R5.7.9 R5.8.1
公益社団法人西
宮納税協会

税務知識の普及と
納税意識の高揚に
資する各種事業等

専務理事
（常勤役
員）

無 無

23 松井　保之 61
国税庁名古屋国税
局昭和税務署長

R4.7.20 R5.3.22
国税庁名古屋国税
局昭和税務署長

R4.7.20 R5.7.9
内国税の賦課及び
徴収に関する事務
等

R5.7.9 R5.9.1
税理士法人あお
ぞら

税理士業 所属税理士 無 有

24 山下　功起 60
国税庁東京国税局
神田税務署長

R5.3.3 R5.5.30
国税庁東京国税局
神田税務署長

R5.3.3 R5.7.9
内国税の賦課及び
徴収に関する事務

R5.7.9 R5.8.1
税理士法人ＬＲ
パートナーズ

税理士業 事務員 無 有
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自 至

所属・官職

在職期間

職務内容

再就職先の業務内
容

再就職先に
おける地位

求職の承
認（注
４）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注５）

離職時の官職
約束前の求
職開始日
（注２）

再就職の約
束をした日

約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容
（注２）

離職日
再就職日
（注３）

再就職先の名称番号 氏名
離職時の年

齢

25 山本　真澄 61
国税庁大阪国税局
上京税務署長

R5.4.14 R5.6.7
国税庁大阪国税局
上京税務署長

R5.4.14 R5.7.9
内国税の賦課及び
徴収に関する事務
等

R5.7.9 R5.8.1
公益社団法人左
京納税協会

税務知識の普及と
納税意識の高揚に
資する各種事業等

専務理事 無 無

26 吉田　憲司 60
国税庁東京国税局
杉並税務署長

R5.5.2 R5.6.16
国税庁東京国税局
杉並税務署長

R5.5.2 R5.7.9
内国税の賦課及び
徴収に関する事務

R5.7.9 R5.7.14 自営
記帳補助及び税理
士法人職員指導等

－ 無 無

27 山田　剛士 50
経済産業省大臣官
房付

R4.9.30 R5.3.3

①経済産業省大臣
官房付併任内閣官
房内閣サイバーセ
キュリティセン
ター内閣参事官
②経済産業省大臣
官房付

①R4.9.30
②R5.6.30

①R5.6.29
②R5.6.30

①大臣官房に係る
事務及びサイバー
セキュリティの企
画立案等に関する
事務
②大臣官房の所掌
に関する事務

R5.6.30 R5.7.1

デロイトトーマ
ツ コンサル
ティング合同会
社

コンサルティング
業務

ディレク
ター

無 無

28 市川　類 58
経済産業省大臣官
房付

R5.1.13 R5.3.2
経済産業省大臣官
房付

R5.1.13 R5.7.15
大臣官房の所掌に
関する事務等

R5.7.15 R5.7.16
国立研究開発法
人科学技術振興
機構

科学技術イノベー
ション政策に係る
各種業務

フェロー 無 無

29 市川　類 58
経済産業省大臣官
房付

R5.2.3 R5.5.24
経済産業省大臣官
房付

R5.2.3 R5.7.15
大臣官房の所掌に
関する事務等

R5.7.15 R5.7.19
国立大学法人東
京工業大学

教育・研究

東京工業大
学データサ
イエンス・
ＡＩ全学教
育研究機構
特任教授

無 無

30 市川　類 58
経済産業省大臣官
房付

R5.5.29 R5.6.7
経済産業省大臣官
房付

R5.5.29 R5.7.15
大臣官房の所掌に
関する事務等

R5.7.15 R5.7.22
国立大学法人一
橋大学

教育・研究

一橋大学イ
ノベーショ
ン研究セン
ター特任教
授

無 無

31 土屋　武大 46
経済産業省大臣官
房付

- R5.7.12
経済産業省大臣官
房付

R5.7.12 R5.7.31
大臣官房の所掌に
関する事務

R5.7.31 R5.8.1
有限会社松ヶ枝
堂

医薬品等の販売 専務取締役 無 無
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自 至

所属・官職

在職期間

職務内容

再就職先の業務内
容

再就職先に
おける地位

求職の承
認（注
４）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注５）

離職時の官職
約束前の求
職開始日
（注２）

再就職の約
束をした日

約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容
（注２）

離職日
再就職日
（注３）

再就職先の名称番号 氏名
離職時の年

齢

32 児玉　みさき 40

経済産業省通商政
策局通商機構部国
際経済紛争対策室
参事官補佐

R5.3.6 R5.5.19

経済産業省通商政
策局通商機構部国
際経済紛争対策室
参事官補佐

R5.3.6 R5.8.12
通商政策、通商紛
争に関する実務

R5.8.12 R5.9.1
森・濱田松本法
律事務所

通商法、規制、国
際紛争案件等にか
かる弁護士業務

外国弁護士 無 無

33 和泉　章 60
経済産業省大臣官
房付

- R5.5.29
経済産業省大臣官
房付

R5.5.29 R5.8.31
大臣官房の所掌に
関する事務

R5.8.31 R5.9.1
国立大学法人東
京工業大学

教育・研究

東京工業大
学イノベー
ション人材
養成機構特
任教授

無 無

34 古東　誠 64
独立行政法人国立
印刷局監事

R4.10.25 R5.4.3
独立行政法人国立
印刷局監事

R4.10.25 R5.6.28 監査業務 R5.6.28 R5.6.29
デンヨー株式会
社

発電機、溶接機、
コンプレッサ等の
製造販売

社外取締役
監査等委員

無 無

35 中野　隆史 62
独立行政法人農林
水産消費安全技術
センター監事

- R5.6.1
独立行政法人農林
水産消費安全技術
センター監事

R5.6.1 R5.6.15

独立行政法人農林
水産消費安全技術
センターの監査業
務

R5.6.15 R5.7.1
三井住友海上火
災保険株式会社

損害保険事業等 シニア社員 無 無

36 中野　隆史 62
独立行政法人農林
水産消費安全技術
センター監事

R5.5.15 R5.6.1
独立行政法人農林
水産消費安全技術
センター監事

R5.5.15 R5.6.15

独立行政法人農林
水産消費安全技術
センターの監査業
務

R5.6.15 R5.7.1
ＮＥＣネッツエ
スアイ株式会社

ＩＣＴシステムに
関する企画・設
計・構築などの提
供

顧問 無 無

37 田越　宏孝 66
独立行政法人製品
評価技術基盤機構
監事

R5.3.7 R5.4.6
独立行政法人製品
評価技術基盤機構
監事

R5.3.7 R5.6.30
独立行政法人製品
評価技術基盤機構
の監査

R5.6.30 R5.7.1
日本化学キュー
エイ株式会社

マネジメントシス
テム認証業務

契約審査員 無 無

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５） 「官民人材交流センターの援助」とは、以下の①又は②をいう。
①該当する再就職に関して官民人材交流センターの職員がその職務として行った国家公務員法第106条の２第１項に規定する行為（独立行政法人通則法第54条第１項において準用する国家公務員法第18条の５第１項及び同法第18条の６第１項（改正法による改正
前の独立行政法人通則法第54条の２第１項において準用する場合を含む。）の規定に基づいて官民人材交流センターの職員がその職務として行った当該行為を含む。）
②官民人材交流センターが、国家公務員法第18条の５第１項及び第18条の６第１項の規定に基づき、早期退職募集制度（国家公務員退職手当法（昭和28年法律第182号）第８条の２第５項）による認定を受けた者又は受ける予定である者に対し、民間の再就職支
援会社を活用して実施した再就職支援（該当する者は「有※」と記載）

「国家公務員法第106条の23第３項等の規定に基づく通知」には、独立行政法人通則法第54条第１項において準用する国家公務員法第106条の23第３項の規定に基づく通知が含まれる。

約束前の求職開始日とは、以下に掲げる日のいずれか早い日をいい、該当する日がなかった場合（職員の退職管理に関する政令の一部を改正する政令（平成29年政令第317号。以下「改正政令」という。）の施行日（平成30年１月１日)前に「約束前の求職開始
日」があった場合を含む。）には、「約束前の求職開始日」欄に「-」と記載し、「約束前の求職開始日以後の職員としての在職状況及び職務内容」欄に、再就職の約束をした日以後の職員としての在職状況及び職務内容を記載している。
①再就職先に対し、再就職を目的として、 初に自己に関する情報を提供した日
②再就職先に対し、再就職を目的として、 初に当該再就職先の地位に関する情報の提供を依頼した日
③再就職先に対し、 初に当該再就職先の地位に就くことを要求した日

「再就職日」には、「再就職予定日」が含まれる。

「求職の承認」とは、国家公務員法第106条の３第２項第４号の規定に基づく承認及び独立行政法人通則法第54条第１項において準用する国家公務員法第106条の３第２項第４号の規定に基づく承認をいう。
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自 至

1 真先　正人 59
文部科学省研究開
発局長

- - - - - R4.9.1 R5.6.15
公益社団法人日本技
術士会

技術士制度の普
及・啓発等

専務理事 無 無

2 片岡　佳和 59
厚生労働省大臣官
房付

- - - - - R4.6.17 R5.6.29
公益社団法人国際厚
生事業団

海外への保健福祉
協力、外国人専門
家の受入支援等

専務理事 無 無

3 佐藤　文一 58
経済産業省大臣官
房付

- - - - - R3.7.1 R5.6.29
日本アルコール産業
株式会社

工業用アルコール
の製造

取締役兼関
連事業本部
長

無 無

4 山上　範芳 58
国土交通省国際統
括官

- - - - - R4.6.28 R5.6.27 東京地下鉄株式会社 運輸業
常務執行役
員

無 無

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５）

【２　国家公務員法第106条の24第１項等の規定に基づく届出関連（注１）】

番号 氏名
離職時の

年齢
離職時の官職

離職前の
求職開始

日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

「再就職日」には、「再就職予定日」が含まれる。

「求職の承認」とは、国家公務員法第106条の３第２項第４号の規定に基づく承認及び独立行政法人通則法第54条第１項において準用する国家公務員法第106条の３第２項第４号の規定に基づく承認をいう。

「官民人材交流センターの援助」とは、以下の①又は②をいう。
①該当する再就職に関して官民人材交流センターの職員がその職務として行った国家公務員法第106条の２第１項に規定する行為（独立行政法人通則法第54条第１項において準用する国家公務員法第18条の５第１項及び同法第18条の６第１項（改正法によ
る改正前の独立行政法人通則法第54条の２第１項において準用する場合を含む。）の規定に基づいて官民人材交流センターの職員がその職務として行った当該行為を含む。）
②官民人材交流センターが、国家公務員法第18条の５第１項及び第18条の６第１項の規定に基づき、早期退職募集制度（国家公務員退職手当法（昭和28年法律第182号）第８条の２第５項）による認定を受けた者又は受ける予定である者に対し、民間の再
就職支援会社を活用して実施した再就職支援（該当する者は「有※」と記載）

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注５）

所属・官職

在職期間

職務内容

「国家公務員法第106条の24第１項等の規定に基づく届出」には、独立行政法人通則法第54条第１項において準用する国家公務員法第106条の24第１項の規定に基づく届出が含まれる。

離職前の求職開始日とは、以下に掲げる日のいずれか早い日をいい、該当する日がなかった場合（職員の退職管理に関する政令の一部を改正する政令（以下「改正政令」という。）の施行日（平成30年１月１日)前に「離職前の求職開始日」があった場合
を含む。）には、「離職前の求職開始日」欄に「-」と記載し、「離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容」欄に、「-」と記載している。
①再就職先に対し、再就職を目的として、 初に自己に関する情報を提供した日
②再就職先に対し、再就職を目的として、 初に当該再就職先の地位に関する情報の提供を依頼した日
③再就職先に対し、 初に当該再就職先の地位に就くことを要求した日

離職日
再就職日
（注３）

再就職先の名称
再就職先の業務内

容
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注４）
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自 至

1 澁谷　和久 60

内閣官房内閣審議
官（内閣官房ＴＰ
Ｐ等政府対策本部
政策調整統括官）

- - - - - R2.4.20 R2.4.22 在チリ日本国大使館 国家公務
特命全権大
使

無 無

2 嶋田　博子 58 人事院事務総局付 - - - - - R4.3.31 R5.6.23 株式会社ＣＫＤ
自動機械装置等の
製造

社外取締役 無 無

3 松尾　恵美子 62 人事院事務総長 - - - - - R4.12.12 R5.4.1
公益財団法人日本人
事試験研究センター

人事試験に関する
調査研究、成果の
普及等

事務局特別
参与

無 無

4 別府　充彦 63 内閣府審議官 - - - - - R3.9.1 R5.4.1
公益社団法人日本広
報協会

広報・広聴活動に
関する調査・分析
や顕彰事業など

顧問 無 無

5 服部　高明 59 内閣府大臣官房 - - - - - R4.6.30 R5.4.1 東京労働局 国家公務
総合労働相
談員

無 無

6 大貫　裕二 60

内閣府大臣官房企
画調整課統計情報
分析推進官（内閣
府経済社会総合研
究所総括政策研究
官兼内閣府大臣官
房審議官）

R4.4.1

①内閣府経済社会
総合研究所総括政
策研究官　兼　内
閣府大臣官房審議
官
②内閣府大臣官房
企画調整課統計情
報分析推進官

①R4.4.1
②R4.6.28

①R4.6.27　
②R5.3.31

①経済活動及び社
会活動についての
経済理論その他こ
れに類する理論を
用いた研究を行う
こと。命を受け
て、本府の所掌事
務に関する重要事
項の企画及び立案
に参画し、関係事
務を総括整理す
る。
②高度の専門的な
知識経験に基づく
情報の収集、分析
等を行うことによ
り、統計等の企画
及び立案の支援を
行うこと

R5.3.31 R5.4.1
学校法人金沢学院大
学

教育・研究
金沢学院大
学経済学部
教授

無 無

【３－１　国家公務員法第106条の24第２項等の規定に基づく届出関連（注１）】

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

7 川辺　英一郎 60

内閣府経済社会総
合研究所経済情報
システム分析官
（内閣官房領土・
主権対策企画調整
室長）

R4.8.29

内閣府経済社会総
合研究所経済統計
情報システム分析
官

R4.8.29 R5.3.31
統計作成等の企画
及び立案の支援

R5.3.31 R5.4.1 学校法人城西大学 教育・研究
城西大学経
済学部教授

無 無

8 杉山　幸成 59
公正取引委員会事
務総局官房総括審
議官

- - - - - R5.1.13 R5.4.1
医療用医薬品製造販
売業公正取引協議会

医療用医薬品製造
販売業における公
正競争規約の運用

参与 無 無

9 杉山　幸成 59
公正取引委員会事
務総局官房総括審
議官

- - - - - R5.1.13 R5.5.26
医療用医薬品製造販
売業公正取引協議会

医療用医薬品製造
販売業における公
正競争規約の運用

専務理事 無 無

10 斉藤　実 59 警視総監 - - - - - R3.9.16 R5.6.1 エレコム株式会社

パソコン及びデジ
タル機器関連製品
の開発、製造、販
売

顧問 無 無

11 徳永　崇 57 警察庁長官官房付 - - - - - R3.9.16 R5.5.30
日信岡部二光株式会
社

部品製作加工業 監査役 無 無

12 徳永　崇 57 警察庁長官官房付 - - - - - R3.9.16 R5.5.30
日信ヒューテック株
式会社

一般労働者派遣業 監査役 無 無

13 徳永　崇 57 警察庁長官官房付 - - - - - R3.9.16 R5.6.23 日本信号株式会社
交通運輸インフラ
事業等

取締役（常
勤監査等委
員）

無 無

14 松本　光弘 60 警察庁長官 - - - - - R3.9.22 R5.2.1
三井住友海上火災保
険株式会社

保険事業 特別顧問 無 無

15 松本　光弘 60 警察庁長官 - - - - - R3.9.22 R5.6.16
株式会社日本取引所
グループ

金融商品取引所の
経営管理

取締役 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

16 藤本　隆史 56 警察庁刑事局長 - - - - - R4.1.14 R5.5.18
イオンリテール株式
会社

総合小売業 監査役 無 無

17 藤本　隆史 56 警察庁刑事局長 - - - - - R4.1.14 R5.5.19
イオンディライト株
式会社

ファシリティマネ
ジメント事業

監査役 無 無

18 藤本　隆史 56 警察庁刑事局長 - - - - - R4.1.14 R5.5.24
イオンフィナンシャ
ルサービス株式会社

総合金融事業 監査役 無 無

19 田久保　宣晃 60
科学警察研究所交
通科学部長

- - - - - R4.3.31 R5.6.1
公益財団法人交通事
故総合分析センター

交通事故に関する
調査研究等

研究部次長
兼研究第一
課長

無 無

20 後藤　和宏 56 警察庁長官官房付 - - - - - R4.6.28 R5.6.21
日本航空電子工業株
式会社

電子部品業 社外取締役 無 無

21 鬼塚　友章 50 警察庁長官官房付 - - - - - R4.8.30 R5.4.1 いであ株式会社 コンサルタント
アドバイ
ザー

無 無

22 鬼塚　友章 50 警察庁長官官房付 - - - - - R4.8.30 R5.4.1 成協信用組合 金融業 顧問 無 無

23 中村　格 59 警察庁長官 - - - - - R4.8.30 R5.4.1 株式会社環境開発
都市施設保全管理
業

顧問 無 無

24 中村　格 59 警察庁長官 - - - - - R4.8.30 R5.4.1 成協信用組合 金融業 顧問 無 無

25 大石　吉彦 59 警視総監 - - - - - R4.10.6 R5.4.1 富士通株式会社
通信機器、情報処
理機器等の製造・
販売

執行役員Ｓ
ＥＶＰ社長
特命事項担
当

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

26 國枝　治男 57 警察庁長官官房付 - - - - - R4.10.21 R5.5.26
一般財団法人日本自
動車交通安全用品協
会

自動車交通安全用
品の性能の審査、
普及

理事長（代
表理事）

無 無

27 大賀　眞一 58 警察庁刑事局長 - - - - - R5.1.16 R5.4.21 野村證券株式会社 証券業 顧問 無 無

28 増山　芳邦 60
警察庁長官官房技
術総括審議官

- - - - - R5.1.16 R5.5.1
警察職員生活協同組
合

警察職員の生活向
上支援業務

参与 無 無

29 森田　宗男 59
金融庁金融国際審
議官

- - - - - R3.7.8 R5.4.1
ＨＭＩホテルリート
マネジメント株式会
社

資産運用業 社外取締役 無 無

30 森田　宗男 59
金融庁金融国際審
議官

- - - - - R3.7.8 R5.5.1
Ｍｕｚｉｎｉｃｈ ＆ 
Ｃｏ Ｌｉｍｉｔｅｄ

資産運用業
シニア・ア
ドバイザー
（非常勤）

無 無

31 服部　両一 60

証券取引等監視委
員会事務局専門検
査官 兼 証券取引
等監視委員会事務
局証券検査課リス
ク管理検査専門官 
兼 総合政策局リス
ク分析総括課金融
証券検査官 兼 証
券取引等監視委員
会事務局証券検査
課国際証券検査官

- - - - - R4.3.31 R5.6.28 ジオスター株式会社 コンクリート製造
監査役（非
常勤）

無 無

32 古澤　知之 58

金融庁企画市場局
長　兼　財務省関
税・外国為替等審
議会幹事

- - - - - R4.6.24 R5.4.1 学校法人同志社 教育・研究
同志社大学
理工学部嘱
託講師

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

33 百瀬　卓 60

金融庁総合政策局
リスク分析総括課
専門検査官　兼　
総合政策局リスク
分析総括課リスク
管理検査室室付　
兼　監督局総務課
課付　兼　監督局
銀行第一課課付　
兼　監督局銀行第
二課課付

- - - - - R5.3.31 R5.6.29
菊水ホールディング
ス株式会社

グループ会社の経
営管理等

社外取締役
（監査等委
員）

無 無

34 森　孝 58 総務省大臣官房付 - - - - - R3.7.1 R5.5.4 電気興業株式会社

通信インフラ機
器・設備の設計、
製造及び建設並び
に高周波利用設備
の設計、製造等

特別参与 無 無

35 髙橋　重行 60
総務省情報通信政
策研究所総務部長

- - - - - R4.3.31 R5.5.8
公益財団法人電気通
信普及財団

電気通信に関する
法律、経済、社
会、文化的研究調
査及び電気通信技
術に関する研究調
査に対する助成、
援助等

非常勤職員
（短時間勤
務）

無 無

36 谷　史郎 59 総務省大臣官房付 - - - - - R4.6.28 R5.4.1
公益財団法人広島平
和文化センター

平和文化の推進 常務理事 無 無

37 吉田　悦教 58 消防大学校長 - - - - - R4.6.28 R5.4.1
学校法人千葉経済学
園

管理運営事務及び
教育研究業務

千葉経済学
園常任理事　
兼　千葉経
済大学特任
教授

無 無

38 吉開　正治郎 59
総務省政策統括官
（統計制度担当）
（恩給担当）

- - - - - R4.8.19 R5.6.22
一般財団法人沿岸技
術研究センター

沿岸の開発・保全
に関する調査研究
等

業務執行理
事

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

39 桝田　孝一郎 59

総務省国際戦略局
国際戦略課国際交
渉専門官（関東総
合通信局放送部
長）

- - - - - R4.10.17 R5.6.27
横浜エフエム放送株
式会社

ＦＭラジオ放送
取締役（技
術担当）

無 無

40 中野　祐介 52
総務省自治税務局
都道府県税課長

- - - - - R4.11.12 R5.5.1 浜松市 行政公務 市長 無 無

41 新井　芳隆 60
近畿管区行政評価
局地域総括評価官

R5.2.1
総務省近畿管区行
政評価局地域総括
評価官

R5.2.1 R5.3.31
局業務に関する重
要事項の実施等

R5.3.31 R5.4.1 総務省 国家公務

近畿管区行
政評価局専
門調査員
（非常勤職
員）

無 無

42 今井　力 60
関東総合通信局放
送部長

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
一般財団法人移動無
線センター

陸上移動通信業務
関東セン
ター利用推
進部　参事

無 無

43 小野　武司 65

東北管区行政評価
局評価監視部調査
分析専門官（東北
管区行政評価局総
務行政相談部長）

R5.2.22
東北管区行政評価
局評価監視部調査
分析専門官

R5.2.22 R5.3.31
行政運営改善調査
及び政策評価に係
る調査及び分析

R5.3.31 R5.4.1 総務省 国家公務

東北管区行
政評価局行
政制度アド
バイザー

無 無

44 神里　豊 60
沖縄行政評価事務
所長

R5.1.4
沖縄行政評価事務
所長

R5.1.4 R5.3.31
所長として各課室
の業務運営全般の
指導助言等

R5.3.31 R5.4.1 総務省 国家公務

沖縄行政評
価事務所専
門調査員
（非常勤職
員）

無 無

45 佐伯　修司 61

総務省統計高度利
用特別研究官（統
計局付）（総務省
統計局長）

R4.12.9
統計高度利用特別
研究官（統計局
付）

R4.12.9 R5.3.31

統計データ利活用
に資する基盤整備
に係る適確な企画
立案等の支援

R5.3.31 R5.4.1
独立行政法人統計セ
ンター

統計調査の製表、
統計技術の研究

理事長 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

46 齋藤　敏彦 61

総務省東京行政評
価事務所評価監視
官（総務省関東管
区行政評価局地域
総括評価官）

R5.2.15
総務省東京行政評
価事務所評価監視
官

R5.2.15 R5.3.31
各府省の行政運営
に関する調査

R5.3.31 R5.4.1 総務省 国家公務

関東管区行
政評価局専
門調査員
（非常勤職
員）

無 無

47 渋木　崇央 47

総務省総合通信基
盤局電気通信事業
部消費者行政第一
課企画官

- - - - - R5.3.31 R5.4.1
損害保険ジャパン株
式会社

保険業

リテール商
品業務部ヘ
ルスケアグ
ループ課長
代理

無 無

48 夏賀　邦明 60
総務省九州総合通
信局総務部長

- - - - - R5.3.31 R5.6.14
一般財団法人日本ア
マチュア無線振興協
会

アマチュア無線の
資格者養成等

事務局長 無 無

49 野尻　英行 60
近畿総合通信局無
線通信部長

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
一般社団法人電波産
業会

電波の利用に関す
る調査、研究、開
発、コンサルティ
ング

研究開発本
部開発セン
ター担当部
長

無 無

50 本間　三雄 61

総務省関東管区行
政評価局評価監視
部評価監視調査官
（総務省関東管区
行政評価局地域総
括評価官）

R5.2.16
総務省関東管区行
政評価局評価監視
部評価監視調査官

R5.2.16 R5.3.31

太陽光発電設備等
の地域との共生の
推進に関する実態
調査

R5.3.31 R5.4.1 総務省 国家公務

関東管区行
政評価局専
門調査員
（非常勤職
員）

無 無

51 松下　弘充 60
九州管区行政評価
局評価監視部次長

R5.2.10
九州管区行政評価
局評価監視部次長

R5.2.10 R5.3.31 評価監視業務 R5.3.31 R5.4.1 総務省 国家公務

九州管区行
政評価局専
門調査員
（非常勤職
員）

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

52 宮山　浩一 61

関東総合通信局電
波監理部電波利用
環境課長（関東総
合通信局情報通信
部長）

- - - - - R5.3.31 R5.5.1
一般社団法人電気通
信事業者協会

電気通信事業者に
共通または相互に
関係がある事項の
協議等

支援業務室
員

無 無

53 吉牟田　剛 60

総務省国際統計研
究官（政策統括官
（統計制度担当）
付）（総務省大臣
官房審議官（行政
評価局担当）併任　
情報公開・個人情
報保護審査会事務
局長）

R4.12.22

総務省国際統計研
究官（政策統括官
（統計制度担当）
付）

R4.12.22 R5.3.31

国連統計委員会、
ＯＥＣＤなど国際
統計への対応の研
究

R5.3.31 R5.4.1
国立大学法人政策研
究大学院大学

教育・研究 教授 無 無

54 榊原　一夫 62
大阪高等検察庁検
事長

- - - - - R3.7.16 R5.6.23
三井住友信託銀行株
式会社

信託業務・銀行業
務

取締役（監
査等委員・
非常勤）

無 無

55 中川　清明 62
名古屋高等検察庁
検事長

- - - - - R3.9.3 R5.5.1
株式会社薬事法ドッ
トコム

健康医療ビジネス
に関するコンサル
ティング業務

顧問 無 無

56 中川　清明 62
名古屋高等検察庁
検事長

- - - - - R3.9.3 R5.6.20
公益財団法人犯罪被
害救援基金

犯罪被害者の遺児
等に対する奨学金
等給与事業

監事（非常
勤）

無 無

57 中川　清明 62
名古屋高等検察庁
検事長

- - - - - R3.9.3 R5.6.28 中部電力株式会社
電気事業、電気機
械器具の製造・販
売、熱供給事業等

監査役（非
常勤）

無 無

58 岸田　周 35
名古屋地方検察庁
検事

- - - - - R3.9.30 R5.6.1
弁護士法人長野法律
事務所

弁護士業 弁護士 無 無

59 猪村　猛人 60
京都地方検察庁事
務局長

- - - - - R4.3.31 R5.4.3 神戸公証センター 公証業務
嘱託事務職
員

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

60 岡坂　吉朗 63
九州地方更生保護
委員会委員長

- - - - - R4.3.31 R5.4.1
特定非営利活動法人
香川県就労支援事業
者機構

就労活動支援、職
場定着支援業務

事務局長兼
更生保護就
労支援事業
所長

無 無

61 佐竹　昭彦 60 松山地方法務局長 - - - - - R4.3.31 R5.4.2
佐竹昭彦行政書士事
務所

行政書士業 行政書士 無 無

62 新海　浩之 60
府中刑務所教育部
長

- - - - - R4.3.31 R5.4.1 学校法人神奈川大学 教育・研究 教授 無 無

63 橋本　倫明 60
水戸地方検察庁事
務局長

- - - - - R4.3.31 R5.5.1 検察職員共済会
会員の相互扶助に
関する事務

事務職員 無 無

64 役重　宏 62
四国地方更生保護
委員会委員

- - - - - R4.3.31 R5.6.21
マックスバリュ西日
本株式会社

小売業
マルナカ春
日店パート
従業員

無 無

65 脇　香一 63
鹿児島区検察庁副
検事

R3.9.29
鹿児島区検察庁副
検事

R3.9.29 R4.4.24 検察事務 R4.4.24 R5.4.1 鹿児島地方検察庁 国家公務
被害者支援
員

無 無

66 林　眞琴 64 検事総長 - - - - - R4.6.24 R5.5.26 イオン株式会社

小売、ディベロッ
パー等の事業を営
むイオングループ
全体の持株会社

社外取締役 無 無

67 林　眞琴 64 検事総長 - - - - - R4.6.24 R5.6.21 三井物産株式会社 総合商社 社外監査役 無 無

68 林　眞琴 64 検事総長 - - - - - R4.6.24 R5.6.23
東海旅客鉄道株式会
社

鉄道事業 社外監査役 無 無

69 　浩彦 63
長崎区検察庁副検
事

R3.10.7
長崎区検察庁副検
事

R3.10.7 R4.7.3 検察事務 R4.7.3 R5.4.1 長崎地方検察庁 国家公務
被害者支援
員

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

70 佐々木　聖子 60
出入国在留管理庁
長官

- - - - - R4.8.2 R5.5.26
公益財団法人入管協
会

出入国管理に関す
る調査研究及び広
報等

業務執行理
事

無 無

71 土肥　直充 63
富山区検察庁副検
事

- - - - - R4.8.25 R5.4.1 富山地方検察庁 国家公務
被害者支援
員

無 無

72 山下　博明 63
尼崎区検察庁副検
事

- - - - - R4.9.3 R5.4.1 尼崎簡易裁判所 国家公務
民事調停委
員

無 無

73 多田　一郎 63
東京区検察庁副検
事

- - - - - R4.9.4 R5.4.1 東京地方検察庁 国家公務
立川支部被
害者支援員

無 無

74 藤田　澄和 63
京都区検察庁副検
事

- - - - - R4.9.12 R5.4.1 京都地方検察庁 国家公務
被害者支援
員

無 無

75 生島　清行 63
大阪区検察庁副検
事

- - - - - R4.9.21 R5.4.1 大阪地方検察庁 国家公務
被害者支援
員

無 無

76 杉本　修一 63
旭川区検察庁副検
事

R3.7.16

①名寄区検察庁副
検事
②旭川区検察庁副
検事

①R3.7.16
②R4.4.1

①R4.3.31
②R4.9.22

①検察事務
②検察事務

R4.9.22 R5.4.1 旭川地方検察庁 国家公務
被害者支援
員

無 無

77 寺島　勝 63
京都区検察庁副検
事

- - - - - R4.10.8 R5.4.1 大津地方検察庁 国家公務
被害者支援
員

無 無

78 保田　英志 63
大阪区検察庁副検
事

- - - - - R4.10.11 R5.5.1 高知合同公証役場 公証業務 公証人 無 無

79 山本　康之 63
横浜区検察庁副検
事

- - - - - R4.10.23 R5.4.1 横浜地方検察庁 国家公務
被害者支援
員

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

80 海瀨　昌理 63
横浜区検察庁副検
事

R4.10.18
横浜区検察庁副検
事

R4.10.18 R4.11.17 検察事務 R4.11.17 R5.4.1 神奈川県警察 地方公務
捜査技能指
導嘱託員

無 無

81 山本　直明 63
名古屋区検察庁副
検事

R4.11.8
名古屋区検察庁副
検事

R4.11.8 R4.11.20 検察事務 R4.11.20 R5.4.1 名古屋地方検察庁 国家公務
被害者支援
員

無 無

82 谷　政人 63
神戸区検察庁副検
事

- - - - - R4.12.30 R5.4.1 姫路簡易裁判所 国家公務
民事調停委
員

無 無

83 鎌田　新一 63
東京区検察庁副検
事

- - - - - R4.12.31 R5.4.1 東京地方検察庁 国家公務
被害者支援
員

無 無

84 木　徹也 63
大阪高等検察庁検
事長

- - - - - R5.1.4 R5.4.1
弁護士法人長島・大
野・常松法律事務所

弁護士業
弁護士（顧
問）

無 無

85 木　徹也 63
大阪高等検察庁検
事長

- - - - - R5.1.4 R5.6.21
損害保険ジャパン株
式会社

損害保険業
監査役（社
外監査役）

無 無

86 落合　義和 63
東京高等検察庁検
事長

- - - - - R5.1.6 R5.4.3
弁護士法人西村あさ
ひ法律事務所

弁護士業 弁護士 無 無

87 落合　義和 63
東京高等検察庁検
事長

- - - - - R5.1.6 R5.6.27 旭化成株式会社 製造業
非常勤監査
役（社外監
査役）

無 無

88 大塲　亮太郎 62
名古屋高等検察庁
検事長

- - - - - R5.1.10 R5.4.1
弁護士法人北浜法律
事務所

弁護士業
東京事務所
一般職員

無 無

89 大塲　亮太郎 62
名古屋高等検察庁
検事長

- - - - - R5.1.10 R5.4.13
弁護士法人北浜法律
事務所

弁護士業

東京事務所
オブカウン
セル（客員
弁護士）

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

90 八澤　健三郎 57
大阪高等検察庁次
席検事

- - - - - R5.1.10 R5.4.3
弁護士法人梅田総合
法律事務所

弁護士業
大阪事務所
弁護士

無 有※

91 山邊　文彦 63
大阪区検察庁副検
事

- - - - - R5.1.18 R5.4.1 大阪地方検察庁 国家公務
被害者支援
員

無 無

92 白石　敏春 63
秋田区検察庁副検
事

R3.7.27
秋田区検察庁副検
事

R3.7.27 R5.1.21 検察事務 R5.1.21 R5.4.1 秋田地方検察庁 国家公務
被害者支援
員

無 無

93 小畑　俊郎 63 津区検察庁副検事 - - - - - R5.2.9 R5.4.1 津地方検察庁 国家公務
被害者支援
員

無 無

94 石岡　邦章 60
東京出入国在留管
理局長

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
公益財団法人国際人
材協力機構

外国人材の受入支
援サービス事業

本部嘱託職
員（専門
役）

無 無

95 石川　彰 60
広島高等検察庁事
務局長

- - - - - R5.3.31 R5.4.3
近畿地方更生保護委
員会

国家公務 委員 無 無

96 石崎　司 59 山口地方法務局長 R5.3.7 山口地方法務局長 R5.3.7 R5.3.31

山口県における民
事行政、人権擁護
及び訟務に関する
事務等

R5.3.31 R5.5.1 広島法務局 国家公務 任期付職員 無 無

97 内田　雅人 45
東京地方検察庁検
事併任法務省訟務
局付

R4.12.2
東京地方検察庁検
事併任法務省訟務
局付

R4.12.2 R5.3.31
検察事務及び予防
司法支援業務

R5.3.31 R5.4.1 清水法律事務所 弁護士業 弁護士 無 無

98 大西　聡 57
高松地方検察庁検
事

R5.1.17
高松地方検察庁検
事

R5.1.17 R5.3.31 検察事務 R5.3.31 R5.5.1 高知合同公証役場 公証業務 公証人 無 無

99 川田　哲嗣 65 大阪医療刑務所長 R5.1.30 大阪医療刑務所長 R5.1.30 R5.3.31 矯正施設運営管理 R5.3.31 R5.4.2 京都刑務所 国家公務 医務部長 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

100 紀　惠理子 60
法務省矯正研修所
長

- - - - - R5.3.31 R5.5.27
公益社団法人ガール
スカウト日本連盟

少女の育成や能力
向上を目的とした
活動等

監事 無 無

101 木野　敬文 60
東日本入国管理セ
ンター所長

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
公益財団法人国際人
材協力機構

外国人技能実習
生、特定技能外国
人の受入れに係る
総合支援業務

国際人材協
力機構本部
専門役

無 無

102 木村　久義 60
福岡出入国在留管
理局長

- - - - - R5.3.31 R5.6.23
公益財団法人国際人
材育成機構

外国人技能実習生
受入事業及び支援
事業

理事長 無 無

103 國井　大祐 45
横浜地方検察庁検
事

R4.12.1
横浜地方検察庁検
事

R4.12.1 R5.3.31 検察事務 R5.3.31 R5.4.1 熊田総合法律事務所 弁護士業 弁護士 無 無

104 竹中　ゆかり 59
広島高等検察庁岡
山支部長

R4.11.14
広島高等検察庁岡
山支部長

R4.11.14 R5.3.31 検察事務 R5.3.31 R5.5.1 奈良合同公証役場 公証業務 公証人 無 無

105 田中　一哉 63
近畿地方更生保護
委員会委員長

- - - - - R5.3.31 R5.5.8
更生保護法人神奈川
県更生保護協会

更生保護事業 事務局長 無 無

106 頓宮　涼子 35
東京地方検察庁検
事

R5.1.5
東京地方検察庁検
事

R5.1.5 R5.3.31 検察事務 R5.3.31 R5.4.1
台東区立男女平等推
進プラザ

地方公務
専門相談員
（会計年度
職員）

無 無

107 中澤　智 58
東京地方検察庁検
事

R4.11.14
東京地方検察庁検
事

R4.11.14 R5.3.31 検察事務 R5.3.31 R5.5.1 鹿児島合同公証役場 公証業務 公証人 無 無

108 中島　学 61

高松矯正管区第二
部成人矯正調整官
（札幌矯正管区管
区長）

R4.8.25
高松矯正管区第二
部成人矯正調整官

R4.8.25 R5.3.31
管内刑事施設にお
ける矯正処遇等に
関する調整業務

R5.3.31 R5.4.1 学校法人福山大学 教育・研究
福山大学人
間文化学部
教授

無 無

109 中富　幸洋 60
釧路地方検察庁事
務局長

R4.8.2
釧路地方検察庁事
務局長

R4.8.2 R5.3.31 検察行政事務 R5.3.31 R5.4.1 札幌大通公証役場 公証業務 総務主任 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

110 中山　昌秋 60
広島出入国在留管
理局長

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
公益財団法人国際人
材協力機構

技能実習制度・特
定技能制度に関す
る総合支援

申請支援部
副部長

無 無

111 鳴海　新吾 60
東京出入国在留管
理局審査監理官

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
公益財団法人国際人
材協力機構

外国人材の受入支
援サービス事業

課長 無 無

112 林田　克紀 60 大阪拘置所長 - - - - - R5.3.31 R5.5.8 有限会社ひまわり 介護業務
社員（非常
勤）

無 無

113 堀切　明 64
関東地方更生保護
委員会委員

R5.2.8
関東地方更生保護
委員会委員

R5.2.8 R5.3.31 仮釈放審理 R5.3.31 R5.4.1
関東地方更生保護委
員会

国家公務 保護観察官 無 無

114 眞木　純平 35
千葉地方検察庁検
事

R4.9.23
千葉地方検察庁検
事 R4.9.23 R5.3.31 検察事務 R5.3.31 R5.4.1

丸の内総合法律事務
所

弁護士業 弁護士 無 無

115 三好　想 46

法務省訟務局訟務
支援課法務専門職
（法務専門官）併
任訟務局付

R4.12.1

法務省訟務局訟務
支援課法務専門職
（法務専門官）併
任訟務局付

R4.12.1 R5.3.31 訟務支援 R5.3.31 R5.4.1 飯島法律事務所 弁護士業 弁護士 無 無

116 𠮷田　裕一 60
旭川地方検察庁事
務局長

R4.8.2
旭川地方検察庁事
務局長

R4.8.2 R5.3.31 検察行政事務 R5.3.31 R5.4.1 札幌中公証役場 公証業務 事務長 無 無

117 大串　雅里 56 高検察庁検事 R4.11.30 高検察庁検事 R4.11.30 R5.4.10 検察事務 R5.4.10 R5.6.1 新潟公証人合同役場 公証業務 公証人 無 無

118 織田　武士 61
青森地方検察庁検
事正

R4.11.17
青森地方検察庁検
事正

R4.11.17 R5.4.10 検察事務 R5.4.10 R5.6.5 梅田公証役場 公証業務 公証人 無 無

22



自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

119 河瀬　由美子 61
名古屋地方検察庁
検事正

R5.1.17
名古屋地方検察庁
検事正

R5.1.17 R5.4.10 検察事務 R5.4.10 R5.5.8 名古屋駅前公証役場 公証業務 公証人 無 無

120 中澤　康夫 60 高検察庁検事 R4.11.15 高検察庁検事 R4.11.15 R5.4.10 検察事務 R5.4.10 R5.5.1 杉並公証役場 公証業務 公証人 無 無

121 片上　慶一 63 外務省外務審議官 - - - - - H29.7.14 H29.8.2 外務省 国家公務
特命全権大
使（イタリ
ア国駐箚）

無 無

122 杉山　晋輔 64
外務省外務事務次
官

- - - - - H30.1.19 H30.1.29 外務省 国家公務

特命全権大
使（アメリ
カ合衆国駐
箚）

無 無

123 川﨑　敏秀 63
在セブ日本国総領
事館総領事

- - - - - R4.3.31 R5.6.1
一般社団法人東京倶
楽部

国際親善の増進と
会員相互の親睦、
知識の交換を図る
こと

副支配人 無 無

124 杉田　明子 63
外務省在ベンガ
ルール日本国総領
事館総領事

- - - - - R4.3.31 R5.4.1
独立行政法人国際交
流基金

世界各国において
文化芸術交流、海
外における日本語
教育、日本研究・
国際対話の分野で
国際文化交流事業
を総合的に実施

日米文化教
育交流会議
（ＣＵＬＣ
ＯＮ)事務局
長

無 無

125 津田　進 63
外務省在英国日本
国大使館参事官兼
領事

- - - - - R4.3.31 R5.4.1 東京都 地方公共団体

生活文化ス
ポーツ局都
民生活部旅
券課旅券発
給相談指導
員

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

126 野沢　正春 63
外務省在大韓民国
日本国大使館参事
官

- - - - - R5.3.31 R5.4.24
公益財団法人日本国
際問題研究所軍縮・
科学技術センター

包括的核実験禁止
条約（ＣＴＢＴ）
国内運用体制の整
備・運営

事務局長補 無 無

127 渡邊　信裕 63
在ホーチンミン日
本国総領事館総領
事

- - - - - R5.3.31 R5.5.11
一般社団法人　日本
外交協会

日本の外交政策を
内外に知らせるこ
とを重点に、途上
国援助事業や海外
で活動する企業の
お手伝いなど幅広
い分野で活動

事務局長 無 無

128 小栗　弘成 58
東海財務局管財部
次長

- - - - - R3.7.1 R5.6.23 半田信用金庫 金融業
理事・総務
部長

無 無

129 可部　哲生 58 国税庁長官 - - - - - R3.7.8 R5.4.1 株式会社ＯＡＧ
グループ会社の経
営管理等

社外取締役 無 無

130 會田　耕児 60
国税庁東京国税局
渋谷税務署長

- - - - - R3.7.9 R5.4.1 学校法人峯徳学園 教育・研究

埼玉学園大
学大学院経
営学部客員
教授

無 無

131 荒木　義博 60
国税庁福岡国税局
飯塚税務署長

- - - - - R3.7.9 R5.4.3
公益社団法人福岡中
部法人会

税務知識の普及と
納税意識の高揚に
資する各種事業等

事務局次長 無 無

132 荒木　義博 60
国税庁福岡国税局
飯塚税務署長

- - - - - R3.7.9 R5.6.13
公益社団法人福岡中
部法人会

税務知識の普及と
納税意識の高揚に
資する各種事業等

専務理事 無 無

133 木坂　隆一 60
国税庁広島国税局
課税第二部長

- - - - - R3.7.9 R5.6.8 理研産業株式会社
オフィス機器販売
業

監査役 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

134 白井　純夫 60
国税庁東京国税局
調査第二部長

- - - - - R3.7.9 R5.3.22
公益財団法人八洲環
境技術振興財団

基礎試験研究開
発・調査に対する
助成

監事 無 無

135 竹繁　利栄 60
国税庁東京国税局
浅草税務署長

- - - - - R3.7.9 R5.6.19
日清医療食品株式会
社

給食の委託業務
非常勤監査
役

無 無

136 舩冨　康次 60
国税庁大阪国税局
課税第二部長

- - - - - R3.7.9 R5.6.23 グンゼ株式会社
アパレル事業、機
能ソリューション
事業等

社外監査役 無 無

137 小林　敏幸 60
財務省理財局国庫
課国庫調査官

- - - - - R4.3.31 R5.4.1
株式会社パソナマス
ターズ

人材派遣等 派遣社員 無 無

138 田中　琢二 60 財務省大臣官房付 - - - - - R4.3.31 R5.4.1 学校法人同志社 教育・研究
同志社大学
経済学部客
員教授

無 無

139 白川　俊介 58 財務省大臣官房付 - - - - - R4.6.28 R5.5.24
イオンフィナンシャ
ルサービス株式会社

金融業 取締役会長 無 無

140 山本　義英 60
近畿財務局金融安
定監理官

- - - - - R4.6.30 R5.6.22 昭和信用金庫 金融業 監事 無 無

141 岩舘　秀明 59
東京税関成田航空
貨物出張所長

- - - - - R4.7.1 R5.3.29 成田市農業協同組合
営農指導・農産物
の販売・地場農産
物の直売等

非常勤理事 無 無

142 小林　英行 59
東京税関成田税関
支署次長

- - - - - R4.7.1 R5.5.20
ｃｅｎｔｒａｌ　ｓ
ｅｒｖｉｃｅ株式会
社

役務提供及び業務
請負業、ビル総合
管理業、自動車運
送業等

派遣社員 無 無

143 島尻　諭 60
北海道財務局小樽
出張所長

- - - - - R4.7.1 R5.6.19 日高信用金庫 金融業 常勤監事 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

144 白瀧　智彦 59
東海財務局静岡財
務事務所長

- - - - - R4.7.1 R5.6.14 いちい信用金庫 金融業
理事・総合
企画部長

無 無

145 多田　人志 58
四国財務局管財部
長

- - - - - R4.7.1 R5.6.23
トモニシステムサー
ビス株式会社

銀行系システムの
開発・運用等

非常勤監査
役

無 無

146 多田　人志 58
四国財務局管財部
長

- - - - - R4.7.1 R5.6.27
トモニホールディン
グス株式会社

銀行その他銀行法
により子会社とす
ることができる会
社の経営管理及び
これに付帯関連す
る一切の業務

取締役　監
査等委員

無 無

147 森　尚生 57
東海財務局総務部
次長

- - - - - R4.7.1 R5.6.16 豊橋信用金庫 金融業
理事・事務
管理部長

無 無

148 渡辺　庄蔵 58

東北財務局総務部
部付（東北財務局
秋田財務事務所
長）

- - - - - R4.7.1 R5.6.19
株式会社東北しんき
んカード

金融業 取締役 無 無

149 秋元　秀仁 60
国税庁高松国税局
長

- - - - - R4.7.9 R5.3.28
株式会社ブイキュー
ブ

情報・通信
社外取締役
（監査等委
員）

無 無

150 井津井　一弘 60
国税庁大阪国税局
明石税務署長

- - - - - R4.7.9 R5.6.24 あかし農業協同組合 営農指導等
監事（非常
勤員外監
事）

無 無

151 岡本　一彦 61
国税庁広島国税局
岩国税務署長

- - - - - R4.7.9 R5.6.21 税理士法人藤中会計 税理士業 所属税理士 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

152 垣内　良 60
国税庁熊本国税局
長

- - - - - R4.7.9 R5.4.1 日本郵政株式会社
日本郵政グループ
会社に対する経営
管理等

企画役 無 無

153 小林　君人 60
国税庁関東信越国
税局新潟税務署長

- - - - - R4.7.9 R5.5.24 信州酒販株式会社 酒類小売業 監査役 無 無

154 小林　君人 60
国税庁関東信越国
税局新潟税務署長

- - - - - R4.7.9 R5.6.6
長野県酒類販売株式
会社

酒類卸売業 監査役 無 無

155 齊藤　安史 61
国税庁広島国税局
福山税務署長

- - - - - R4.7.9 R5.4.1
税理士法人Ｊ・ＰＬ
ＵＳ

税理士業
広島支店社
員税理士

無 無

156 齊藤　泰 60
国税庁名古屋国税
局半田税務署長

- - - - - R4.7.9 R5.4.1 学校法人葛谷学園 教育・研究 非常勤理事 無 無

157 佐藤　等 60
国税庁広島国税局
倉敷税務署長

- - - - - R4.7.9 R5.4.1 岡山県 地方公務
徴収対策専
門員

無 無

158 四井　清裕 60
国税庁名古屋国税
局調査部長

- - - - - R4.7.9 R5.4.1 学校法人葛谷学園 教育・研究 監事 無 無

159 四井　清裕 60
国税庁名古屋国税
局調査部長

- - - - - R4.7.9 R5.6.1
東洋化学工業株式会
社

工業用ゴムロール
の製造、各種産業
機械用ゴム製品の
製造等

非常勤監査
役

無 無

160 謝花　喜也 60
国税庁沖縄国税事
務所那覇税務署長

- - - - - R4.7.9 R5.3.22 謝花税理士事務所 税理士業 開業税理士 無 無

161 田畑　晶司 60
国税庁東京国税局
豊島税務署長

- - - - - R4.7.9 R5.5.30
株式会社Ｏｌｙｍｐ
ｉｃグループ

株式会社Ｏｌｙｍ
ｐｉｃを中心とし
たグループ運営

社外監査役 無 無

27



自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

162 中来田　真康 60
国税庁大阪国税局
南税務署長

- - - - - R4.7.9 R5.6.2
公益財団法人先進医
薬研究振興財団

医学及び薬学に関
する研究に助成、
顕彰等

監事 無 無

163 西村　英樹 60
国税庁東京国税局
柏税務署長

- - - - - R4.7.9 R5.6.22 三光設備株式会社 電気設備工事 監査役 無 無

164 原　省三 60
国税庁東京国税局
立川税務署長

- - - - - R4.7.9 R5.4.1 学校法人國學院大学 教育・研究

國學院大学
経済学部教
授（特別選
任）

無 無

165 原田　一信 60
国税庁大阪国税局
枚方税務署長

- - - - - R4.7.9 R5.5.25
原田一信税理士事務
所

税理士業 開業税理士 無 無

166 水田　剛 61
国税庁東京国税局
千葉東税務署長

- - - - - R4.7.9 R5.4.1
独立行政法人中小企
業基盤整備機構

小規模企業共済等
非常勤嘱託
職員

無 無

167 湊　和義 60
国税庁広島国税局
岡山西税務署長

- - - - - R4.7.9 R5.4.1
公益社団法人岡山東
法人会

税務知識の普及と
納税意識の高揚に
資する各種事業等

事務局長 無 無

168 小林　和雄 59
財務省国際局開発
機関課開発企画官

- - - - - R4.7.15 R5.6.5
株式会社プロスタッ
フ

一般労働者派遣者
事業等

派遣社員 無 無

169 千葉　俊徳 60

国税庁課税部審理
室国税争訟分析官
（国税庁名古屋国
税不服審判所長）

R4.6.24

①国税庁名古屋国
税不服審判所長
②国税庁課税部審
理室国税争訟分析
官

①R4.6.24
②R4.7.10

①R4.7.9
②R5.3.31

①東海地方におけ
る国税審査請求に
関する事務
②国税課税争訟に
関する研究

R5.3.31 R5.4.1
学校法人金沢学院大
学

教育・研究
金沢学院大
学経済学部
教授

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

170 中林　伸一 60 財務省大臣官房付 - - - - - R5.3.31 R5.4.1 国際通貨基金

加盟国の為替政策
の監視、国際収支
が著しく悪化した
加盟国に対する融
資等

シンガポー
ル研修所
マクロ経
済・金融政
策アドバイ
ザー

無 無

171 二宮　勝司 60

国税庁徴収部徴収
課徴収争訟分析官
（国税庁東京国税
不服審判所次席国
税審判官）

R4.9.16
国税庁徴収部徴収
課徴収争訟分析官

R4.9.16 R5.3.31
徴収に関する争訟
事務の支援

R5.3.31 R5.6.23
公益財団法人国際人
材育成機構

外国人技能実習生
受入事業等

常務執行理
事

無 有

172 日室　裕二 60 財務省大臣官房付 - - - - - R5.3.31 R5.5.1
独立行政法人国際協
力機構

開発途上国への技
術協力

理事長特別
補佐（予算
担当）

無 無

173 宮崎　雄一 60 財務省主計局局付 - - - - - R5.3.31 R5.5.1 倶知安町 地方公務 副町長 無 無

174 門﨑　健一 60
国税庁大阪国税局
総務部税務相談室
主任税務相談官

- - - - - R5.3.31 R5.4.21
樋口正則税理士事務
所

税理士業 事務員 無 無

175 𠮷川　聡 60

財務省大臣官房総
合政策課経済政策
分析官（近畿財務
局京都財務事務所
長）

R4.12.15
財務省大臣官房総
合政策課経済政策
分析官

R4.12.15 R5.3.31
経済政策の分析に
関する業務

R5.3.31 R5.4.1 シトラス税理士法人 税理士業 所属税理士 無 無

176 丸山　徹 59
福岡財務支局管財
部長

R4.9.7
福岡財務支局管財
部長

R4.9.7 R5.6.23
福岡財務支局管内
における国有財産
に関する事務

R5.6.23 R5.6.27 福岡県信用組合 金融業 常勤監事 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

177 永山　賀久 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R3.9.20 R5.4.1 学校法人尚美学園 教育・研究
尚美学園大
学副学長

無 無

178 永山　賀久 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R3.9.20 R5.4.1
損害保険ジャパン株
式会社

損害保険業 顧問 無 無

179 清水　明 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R3.12.31 R5.4.1
三井住友海上火災保
険株式会社

保険業
公務開発部　
開発顧問

無 無

180 黒﨑　米造 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R4.3.31 R5.4.5
学校法人東北医科薬
科大学

教育・研究 理事 無 無

181 小松　悌厚 60
文部科学省総合教
育政策局政策課主
任教育企画調整官

- - - - - R4.3.31 R5.4.1
有限会社くらむぽん
出版

記事の執筆編集
大学ジャー
ナル編集委
員

無 無

182 田口　康 60
文部科学省国際統
括官

- - - - - R4.3.31 R5.4.1
国立研究開発法人防
災科学技術研究所

防災に関する科学
技術の研究等

戦略的イノ
ベーション
推進室長兼
審議役

無 無

183 長尾　篤志 63

文部科学省初等中
等教育局主任視学
官（併）国立教育
政策研究所教育課
程研究センター研
究開発部教育課程
調査官

- - - - - R4.3.31 R5.4.1 学校法人日本大学 教育・研究

日本大学文
理学部教務
課臨時職員
（教職セン
ター指導
員）

無 無

184 中村　雅人 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R4.3.31 R5.4.1
国立大学法人北海道
大学

教育・研究

北海道大学
データ駆動
型融合研究
創発拠点
（Ｄ-ＲＥ
Ｄ）特任教
授

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

185 保科　豊次 60
文化庁企画調整課
企画官

- - - - - R4.3.31 R5.4.1 学校法人藤田学園 教育・研究

藤田医科大
学事務局学
務部長兼総
務部長

無 無

186 町田　大輔 60

文部科学省国際統
括官付国際交渉分
析官（文部科学省
大臣官房付（派
遣：国際連合大
学））

- - - - - R4.3.31 R5.4.1
独立行政法人国立文
化財機構

文化財に関する調
査・研究

アジア太平
洋無形文化
遺産研究セ
ンター所長

無 無

187 村田　善則 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R4.3.31 R5.6.12
一般社団法人国立大
学協会

国立大学法人が質
の高い教育・研究
等を推進するため
に必要な事業等

常務理事 無 無

188 浅田　和伸 60
国立教育政策研究
所長

- - - - - R4.8.31 R5.4.1 長崎県公立大学法人 教育・研究
副理事長兼
長崎県立大
学学長

無 無

189 安藤　慶明 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R5.3.31 R5.6.14
公益財団法人高輝度
光科学研究センター

高輝度放射光等の
科学技術に係る研
究開発と大型放射
光施設の管理運
営、利用促進等の
業務

常務理事 無 無

190 加藤　敬 60

文部科学省国際統
括官付国際交渉分
析官（文化庁文化
部芸術文化課長）

R4.8.11
文部科学省国際統
括官付国際交渉分
析官

R4.8.11 R5.3.31
国際交渉の分析・
支援業務

R5.3.31 R5.4.1 学校法人杉野学園 教育・研究
杉野服飾大
学学長

無 無

191 神代　浩 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R5.3.31 R5.4.1
国立大学法人千葉大
学

教育・研究
千葉大学特
任研究員

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

192 佐々木　強 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R5.3.31 R5.5.8 学校法人富士大学 教育・研究
富士大学事
務局長

無 無

193 佐藤　規朗 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R5.3.31 R5.4.1
公益財団法人こども
教育支援財団

子どもの教育に関
する教育研究・教
育支援・教育相談

事務局長 無 無

194 手島　英雄 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R5.3.31 R5.4.1
公益社団法人地域医
療振興協会

地域医療の支援

事務局新大
学設立準備
本部新大学
設立準備室
室長(兼)事
務局企画調
査部参与

無 無

195 西尾　修 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R5.3.31 R5.4.1 株式会社若葉共済会 損害保険代理店業 特別嘱託員 無 無

196 土生木　茂雄 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R5.3.31 R5.4.18 自営
学校法人・大学等
の運営支援・補助

- 無 無

197 松谷　治 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R5.3.31 R5.5.1
学校法人東京女子医
科大学

教育・研究
東京女子医
科大学学務
部長

無 無

198 山岸　仁 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R5.3.31 R5.4.1
学校法人日本社会事
業大学

教育・研究
理事・事務
局長

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

199 山﨑　英司 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
一般社団法人日本神
経学会

神経学の診療、教
育、研究の進歩向
上を目指して開催
する学術研究会、
学術講演会等の補
助等

事務次長 無 無

200 渡邊　和良 60
文部科学省大臣官
房付

- - - - - R5.3.31 R5.4.1 学校法人帝京大学 教育・研究
帝京大学ス
ポーツ局事
務局長

無 無

201 松井　春彦 50

厚生労働省労働基
準局安全衛生部労
働衛生課主任中央
じん肺診査医

- - - - - R3.8.31 R5.4.2
株式会社ＳＣＲＥＥ
Ｎビジネスエキス
パート

環境サステナブル
事業等

産業医 無 無

202 松井　春彦 50

厚生労働省労働基
準局安全衛生部労
働衛生課主任中央
じん肺診査医

- - - - - R3.8.31 R5.6.1 江崎グリコ株式会社
菓子、冷菓、食
品、牛乳・乳製品
の製造および販売

産業医 無 無

203 井内　雅明 60
厚生労働省大臣官
房総括審議官（国
際担当）

- - - - - R3.9.14 R5.4.1
労働者健康安全機構
企業年金基金

企業年金事業 嘱託職員 無 無

204 井内　雅明 60
厚生労働省大臣官
房総括審議官（国
際担当）

- - - - - R3.9.14 R5.5.12
労働者健康安全機構
企業年金基金

企業年金事業 理事長 無 無

205 土田　浩史 60
厚生労働省大臣官
房付

- - - - - R3.9.14 R5.6.22
公益社団法人全国シ
ルバー人材センター
事業協会

高年齢者の福祉の
増進

専務理事 無 無

206 井上　誠一 59
厚生労働省大臣官
房付

- - - - - R4.2.1 R5.4.1
福祉はぐくみ企業年
金基金

確定給付企業年金
の運営業務

特別顧問 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

207 大嶋　健二 60
愛知労働局需給調
整事業部長

- - - - - R4.3.31 R5.4.1
公益財団法人産業雇
用安定センター

事業主等に対する
出向・移籍による
労働力の移動支援

愛知事務所
長

無 無

208 河野　治子 60
神奈川労働局横浜
南労働基準監督署
長

- - - - - R4.3.31 R4.4.1 自営
労働保険制度の再
審査請求に関する
業務

－ 無 無

209 中尾　剛 60
東京労働局新宿労
働基準監督署長

- - - - - R4.3.31 R5.6.1 鹿島建設株式会社 建設業
技術研究所
安全担当部
長

無 無

210 長谷部　和久 60
国立医薬品食品衛
生研究所企画調整
主幹

- - - - - R4.3.31 R5.4.1
国立研究開発法人医
薬基盤・健康・栄養
研究所

医薬品等に関する
調査・研究

戦略企画部　
研究調査専
門員

無 無

211 藤中　基之 60

厚生労働省労働基
準局監督課副主任
中央労働基準監察
監督官（埼玉労働
局労働基準部長）

- - - - - R4.3.31 R5.5.1
公益財団法人安全衛
生技術試験協会

労働安全衛生法等
に基づく免許試験
の試験実施業務

東北安全衛
生技術セン
ター副所長

無 無

212 細井　俊明 59
厚生労働省世帯統
計官

- - - - - R4.3.31 R5.4.1
一般財団法人厚生労
働統計協会

厚生労働行政に係
る統計の発達に関
する事業並びにこ
れら統計を活用し
た知識普及、啓発
及び研修事業

事務局次長 無 無

213 村井　完也 60
厚生労働省大臣官
房付

- - - - - R4.3.31 R5.6.1
一般財団法人労災サ
ポートセンター

労災年金受給者等
に対する相談・在
宅介護・施設介護
の実施

主任調査役 無 無

214 柳澤　隆文 60
愛知労働局名古屋
北労働基準監督署
長

- - - - - R4.3.31 R5.6.1
建設業労働災害防止
協会

建設業における労
働災害防止に関す
る事業

愛知県支部
事務局次長

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

215 吉永　和生 60
厚生労働省労働基
準局長

- - - - - R4.6.27 R5.6.1
中央労働災害防止協
会

事業主の労働災害
防止に関する活動
の促進等

専務理事 無 無

216 鎌田　光明 59
厚生労働省医薬・
生活衛生局長

- - - - - R4.6.28 R5.4.1 学校法人東海大学 研究・教育
東海大学客
員教授

無 無

217 鎌田　光明 59
厚生労働省医薬・
生活衛生局長

- - - - - R4.6.28 R5.4.1 医療法人博文会 医療事業 顧問 無 無

218 達谷窟　庸野 59
厚生労働省大臣官
房総括審議官（国
際担当）

- - - - - R4.6.28 R5.4.1
学校法人産業医科大
学

教育・研究 常務理事 無 無

219 吉田　学 60 厚生労働事務次官 - - - - - R4.6.28 R5.4.1
国立大学法人三重大
学

教育・研究
三重大学特
命教授（病
院担当）

無 無

220 今井　明 59
厚生労働省大臣官
房付

- - - - - R4.7.15 R5.4.1 株式会社ＴＫＣ
会計システムサー
ビス業

顧問 無 無

221 油谷　孝行 60
大阪労働局大阪東
公共職業安定所長

R5.2.27
大阪労働局大阪東
公共職業安定所長

R5.2.27 R5.3.31

経済・雇用情勢等
の変化に応じてハ
ローワークの業務
が機動的かつ円滑
に進むようマネジ
メントを行う。

R5.3.31 R5.4.1 富田林市 地方公務 就労支援員 無 無

222 安中　嘉彦 34

厚生労働省労働基
準局監督課長補佐
（命）労働関係法
専門官

- - - - - R5.3.31 R5.4.1
ＴＭＩ総合法律事務
所

弁護士業務 弁護士 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

223 五十嵐　良明 60
国立医薬品食品衛
生研究所　生活衛
生化学部長

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
独立行政法人国民生
活センター

国民生活に関する
情報の提供及び調
査研究等

商品テスト
部テスト第1
課課長補佐

無 無

224 稲員　央 60
東京労働局中央労
働基準監督署長

- - - - - R5.3.31 R5.5.1 東急建設株式会社 建設事業
嘱託（安全
衛生担当）

無 無

225 小野寺　喜一 60
厚生労働省大臣官
房付

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
一般社団法人全国建
設業労災互助会

建設業の労災上積
み補償等の保険、
労働福祉支援事業

総務部長 無 無

226 工藤　裕司 60

国立障害者リハビ
リテーションセン
ター自立支援局総
合相談支援部長

- - - - - R5.3.31 R5.6.28
社会福祉法人同愛記
念病院財団

介護老人福祉施
設・短期入所生活
介護・通所介護等

同愛記念
ホーム施設
長

無 無

227 小島　敬二 60
厚生労働省大臣官
房付

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
一般財団法人労災サ
ポートセンター

労災年金受給者等
に対する相談・在
宅介護・施設介護
の実施

主任調査役 無 無

228 小橋　荘次 60
大阪労働局職業安
定部長

R5.2.22
大阪労働局職業安
定部長

R5.2.22 R5.3.31

経済・雇用情勢等
の変化に応じて職
業安定行政の業務
が機動的かつ円滑
に進むようマネジ
メントを行う。

R5.3.31 R5.4.1 泉佐野市 地方公務
生活保護就
労支援員

無 無

229 佐々木　健 56
厚生労働省大臣官
房付

- - - - - R5.3.31 R5.5.1 医療法人博仁会 医療事業 医師 無 無

230 佐々木　健 56
厚生労働省大臣官
房付

- - - - - R5.3.31 R5.5.1
Ｋコンサルティング
合同会社

コンサルタント業 代表社員 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

231 園部　昌嗣 60

厚生労働省労働基
準局総務課主任労
働保険専門調査官
併任労働保険審査
会事務室長

- - - - - R5.3.31 R5.5.9
一般財団法人全日本
労働福祉協会

健康診断、作業環
境測定、分析検
査、THP支援等

会長室長 無 無

232 谷本　俊江 60
兵庫労働局神戸東
労働基準監督署長

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
一般社団法人兵庫労
働基準連合会

労働安全衛生法に
よる各種技能講習
の実施

事務局次長 無 無

233 多根井　健人 34
厚生労働省労働基
準局労働関係法課
労働関係法専門官

- - - - - R5.3.31 R5.4.1
ベーカー＆マッケン
ジー法律事務所（外
国法共同事業）

弁護士業務
アソシエイ
ト弁護士

無 無

234 辻　政司 60
厚生労働大臣官房
付

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
前田建設工業株式会
社

建設業
顧問（嘱
託）

無 無

235 豊浦　栄治 60
大阪労働局阿倍野
公共職業安定所長

R5.2.13
大阪労働局阿倍野
公共職業安定所長

R5.2.13 R5.3.31

経済・雇用情勢等
の変化に応じてハ
ローワークの業務
が機動的かつ円滑
に進むようマネジ
メントを行う。

R5.3.31 R5.4.1 八尾市 地方公務

無料職業紹
介所責任者
兼企業開拓
員

無 無

236 鳥居　粧滋 60
愛知労働局豊橋労
働基準監督署長

- - - - - R5.3.31 R5.6.1 名工建設株式会社 建設業
安全本部安
全推進部次
長

無 無

237 中西　浩信 60
愛知労働局名古屋
南労働基準監督署
長

- - - - - R5.3.31 R5.5.1
社会保険労務士法人
あつた労務

社会保険労務士業
社会保険労
務士

無 無

238 成田　裕紀 60
厚生労働省大臣官
房付

- - - - - R5.3.31 R5.4.1 自営 不動産賃貸 － 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

239 成田　裕紀 60
厚生労働省大臣官
房付

- - - - - R5.3.31 R5.5.2
株式会社セブン‐イ
レブン・ジャパン

コンビニエンスス
トア

アルバイト 無 無

240 原口　順一 60
厚生労働省大臣官
房付

- - - - - R5.3.31 R5.4.17
グリーンフォレスト
株式会社

造園業 アルバイト 無 無

241 東　祐二 59

国立障害者リハビ
リテーションセン
ター研究所障害工
学研究部長

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
一般社団法人日本作
業療法士協会

作業療法の普及発
展等

事務局長 無 無

242 松田　明 57

厚生労働省雇用環
境・均等局有期・
短時間労働課長補
佐（福島労働局労
働基準部長）

R5.1.24

厚生労働省雇用環
境・均等局有期・
短時間労働課長補
佐

R5.1.24 R5.3.31
庶務の総括、職員
管理、予算執行等

R5.3.31 R5.5.1 日鉄鉱業株式会社 鉱山業
労働安全専
門職

無 有

243 水谷　隆宏 59
愛知労働局名古屋
北労働基準監督署
長

- - - - - R5.3.31 R5.6.1 愛知労働局 国家公務
賃金課庁費
支弁非常勤
職員

無 無

244 矢田　玲湖 58

厚生労働省職業安
定局総務課職業情
報研究官（厚生労
働省大臣官房総務
課企画官）

R4.7.25
厚生労働省職業安
定局総務課職業情
報研究官

R4.7.25 R5.3.31
職業紹介に関する
データの収集・分
析

R5.3.31 R5.4.1 株式会社エフピコ
ポリスチレンペー
パー等の製造・販
売等

ジェネラル
マネー
ジャー

無 無

245 山崎　雅志 60 東京検疫所次長 - - - - - R5.3.31 R5.6.1
公益財団法人理容師
美容師試験研修セン
ター

理・美容師の試
験、登録の実施等

業務部免許
登録担当部
長

無 無

246 横山　鉄幸 60
広島労働局広島中
央労働基準監督署
長

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
公益社団法人広島県
労働基準協会

労働関係啓発事
業、技能講習、特
別教育等の実施

専務理事 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

247 吉野　彰一 60
厚生労働省大臣官
房付

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
公益社団法人全国シ
ルバー人材センター
事業協会

高年齢者の福祉の
増進

事務局長 無 有

248 横井　績 58 九州農政局長 - - - - - R3.7.1 R5.6.22
株式会社農業土木会
館

農業土木会館の管
理及び運営等

取締役 無 無

249 浅利　一成 60
東北森林管理局岩
手北部森林管理署
長

- - - - - R4.3.31 R5.4.1
一般財団法人日本森
林林業振興会

林業・森林の調
査、森林の評価、
森林の利活用関連
業務、森林林業用
資材等の販売

秋田支部総
務部長代理
（主席）

無 無

250 一ノ宮　秀和 60
東北森林管理局米
代東部森林管理署
長

- - - - - R4.3.31 R5.4.1 大仙市 地方公務
農林部農林
整備課専門
監

無 無

251 各務　大志 60
関東農政局総務部
長

- - - - - R4.3.31 R5.6.1
公益財団法人日本農
林漁業振興会

農林水産祭の実施
事業

嘱託職員
（総務部調
査役）

無 無

252 春日　健二 60

農林水産省消費・
安全局食品安全政
策課食品安全情報
分析官兼消費・安
全局農産安全管理
課付（北陸農政局
次長）

- - - - - R4.3.31 R5.4.1
一般財団法人肥料経
済研究所

肥料に関する調査
研究等

専務理事 無 無

253 門田　成生 60
林野庁国有林野部
管理課福利厚生室
長

- - - - - R4.3.31 R5.4.1
一般社団法人南予森
林管理推進センター

森林の適正管理の
ための市町や森林
組合との連絡調
整、技術的支援及
び担い手確保のた
めの人材育成

研修教務課
長

無 無

254 木村　穣 59
関東森林管理局茨
城森林管理署長

- - - - - R4.3.31 R5.6.1
一般社団法人林業機
械化協会

林業の機械化の促
進、森林・林業・
環境技術の進歩・
普及

総括技術調
査役

無 無

39



自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

255 近藤　浩 60
北陸農政局地方参
事官

- - - - - R4.3.31 R5.4.1
脱炭素推進機構株式
会社

コンサルタント業

統括主席研
究員兼次世
代事業統括
マネー
ジャー

無 無

256 近藤　浩 60
北陸農政局地方参
事官

- - - - - R4.3.31 R5.4.1 コロナ産業株式会社
装飾用電灯セット
製造販売業

業務委託受
注者

無 無

257 鈴木　浩之 59 中国四国農政局付 - - - - - R4.3.31 R5.4.1
株式会社三祐コンサ
ルタンツ

農業農村開発等に
係る企画・設計等
のコンサルティン
グ業務

仙台支店顧
問

無 無

258 平沢　愛一郎 60
北陸農政局消費・
安全部長

- - - - - R4.3.31 R5.6.6
全国主食集荷協同組
合連合会

主要食糧の生産、
出荷、販売に関す
る業務

常務理事 無 無

259 新井　毅 59
農林水産省大臣官
房付

- - - - - R4.6.17 R5.5.1 株式会社伊藤園
飲料製品の製造・
販売

執行役員管
理本部副本
部長

無 無

260 枝元　真徹 61 農林水産事務次官 - - - - - R4.6.28 R5.4.1
一般社団法人大日本
水産会

水産業の振興 参与 無 無

261 枝元　真徹 61 農林水産事務次官 - - - - - R4.6.28 R5.6.7
一般社団法人大日本
水産会

水産業の振興 会長 無 無

262 野原　弘彦 59 関東農政局次長 - - - - - R4.6.28 R5.6.20
公益社団法人土地改
良測量設計技術協会

土地改良事業の測
量・設計に係る技
術の向上と技術者
の養成

専務理事 無 無

263 大坪　正人 59 近畿農政局長 - - - - - R4.7.1 R5.6.13
公益社団法人米穀安
定供給確保支援機構

米穀の安定供給の
確保支援等

常務理事 無 無

264 橋本　裕治 58 四国森林管理局長 - - - - - R4.9.30 R5.3.10
公益財団法人全国競
馬・畜産振興会

競馬の発展のため
の事業、畜産振興
事業への助成等

常務理事 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

265 松原　明紀 59
農林水産省大臣官
房検査・監察部長

- - - - - R4.9.30 R5.4.1
日本生命保険相互会
社

生命保険業 顧問 無 無

266 野津山　喜晴 59

農林水産省大臣官
房政策課政策情報
分析官（農林水産
省大臣官房付）

- - - - - R4.10.7 R5.3.30
ＪＲＡシステムサー
ビス株式会社

情報処理システム
の運用、保守その
他整備等

取締役 無 無

267 大角　亨 60 関東農政局長 - - - - - R4.12.31 R5.6.5
一般財団法人食品産
業センター

食品産業に関する
情報の収集・提供
等の事業の実施

専務理事 無 無

268 川合　靖洋 60
農林水産省大臣官
房付

- - - - - R5.1.1 R5.6.19
公益財団法人日本食
肉流通センター

部分肉の流通に関
する情報の収集・
公表、関連施設の
整備及び貸し付け
等

理事長 無 無

269 飯田　喜章 60
林野庁森林整備部
付

- - - - - R5.3.31 R5.6.1 アジア航測株式会社
建設コンサルタン
ト、測量・調査、
GIS、画像解析

国土保全コ
ンサルタン
ト事業部常
勤顧問

無 有

270 池田　透 60
水産庁漁政部漁政
課管理官

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
一般財団法人漁港漁
場漁村総合研究所

漁港、漁場及び漁
村の調査研究に関
する業務等

総務部長 無 無

271 石橋　隆成 60
九州農政局地方参
事官

- - - - - R5.3.31 R5.5.1 大陽製粉株式会社 食品製造業 サイロ部長 無 無

272 井田　守 60
北海道農政事務所
地方参事官

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
一般社団法人全国ビ
スケット協会

ビスケットに関す
る調査研究等

嘱託職員 無 無

273 岩井　章広 60

農林水産省農産局
付（消費者庁表示
対策課食品表示対
策室長）

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
一般財団法人全国瑞
穂食糧検査協会

農産物の検査等に
関する調査研究と
その知識、技術の
普及に関する事業
及びこれらに関係
する印刷物の発行
事業

総括参事 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

274 大髙　正良 60
九州農政局経営・
事業支援部長

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
公益社団法人全国農
地保有合理化協会

農業経営の規模拡
大、農地の集団化
その他農地保有の
合理化等による農
用地の利用の効率
化及び高度化の促
進に関する啓発普
及等

管理部審理
役

無 無

275 荻原　裕 60
北海道森林管理局
石狩森林管理署長

- - - - - R5.3.31 R5.5.1
株式会社森林環境リ
アライズ

森林や自然環境の
調査・測量・設
計・企画等に関わ
るコンサルティン
グ

研究顧問 無 無

276 小幡　浩一 60
水産庁漁政部水産
経営課指導室長

- - - - - R5.3.31 R5.6.5
一般社団法人水産土
木建設技術センター

水産土木工事等に
関する調査・研
究・普及、技術者
の養成等

審議役 無 無

277 小幡　浩一 60
水産庁漁政部水産
経営課指導室長

- - - - - R5.3.31 R5.6.16
一般社団法人水産土
木建設技術センター

水産土木工事等に
関する調査・研
究・普及、技術者
の養成等

専務理事 無 無

278 小原　健児 60 動物検疫所長 - - - - - R5.3.31 R5.5.30
一般社団法人食肉科
学技術研究所

食品の品質、安全
にかかわる検査、
研究及び調査事業

理事長 無 無

279 片桐　薫 60 東海農政局次長 - - - - - R5.3.31 R5.6.26
株式会社城南進学研
究社

学習塾

城南コベッ
ツ京成中山
教室講師
（アルバイ
ト）

無 無

280 加藤　浩 60
関東農政局地方参
事官

- - - - - R5.3.31 R5.5.1
全国麦茶工業協同組
合

麦茶用玄麦の共同
購買、麦茶の需要
拡大事業等

参与 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

281 桑原　芳彦 60
近畿農政局地方参
事官

- - - - - R5.3.31 R5.6.15
一般社団法人酪農ヘ
ルパー全国協会

酪農ヘルパーの利
用体制の拡充、普
及推進

専務理事 無 無

282 作田　竜一 59

農林水産省消費・
安全局食品安全政
策課食品安全情報
分析官兼消費・安
全局農産安全管理
課付（農林水産省
農林水産技術会議
事務局付）

R4.10.25

農林水産省消費・
安全局食品安全政
策課食品安全情報
分析官兼消費・安
全局農産安全管理
課付

R4.10.25 R5.3.31

肥料管理及び遺伝
子組換え農産物等
の安全評価に係る
政策検討のための
支援

R5.3.31 R5.4.1
公立大学法人宮城大
学

教育・研究
宮城大学教
授

無 有

283 佐藤　泰弘 60
北海道森林管理局
十勝西部森林管理
署長

- - - - - R5.3.31 R5.6.1 株式会社旭友興林

土木・建築工事及
び造園の設計・施
工、造材・造林
業、山林・立木・
緑化木の売買・斡
旋・仲介及び山林
の経営等

稚内営業所
副所長

無 有

284 澁谷　和彦 60
農林水産省農産局
総務課会計室長

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
一般社団法人全国食
糧保管協会

米麦の保管技術に
関する調査研究、
債務保証等

参事 無 無

285 白井　一隆 60
関東農政局地方参
事官

- - - - - R5.3.31 R5.5.1
一般財団法人製粉振
興会

製粉工業の近代化
の促進に関する事
業等

参事 無 無

286 関谷　勉 60
農林水産省農村振
興局整備部設計課
用地管理官

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
一般社団法人土地改
良建設協会

土地改良建設技術
に関する調査・研
究等

一般職員 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

287 田中　健吾 60

水産庁増殖推進部
漁場資源課漁業資
源情報分析官兼水
産庁資源管理部国
際課付（水産庁資
源管理部参事官）

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
一般社団法人全国ま
き網漁業協会

漁獲管理、効率的
漁業経営等の促進

専務理事 無 無

288 田中　修一 60
農林水産省大臣官
房予算課付

- - - - - R5.3.31 R5.6.21
公益財団法人農林水
産長期金融協会

農林水産金融に関
する調査研究、啓
蒙宣伝等

参与 無 無

289 谷口　正成 60
農林水産省農産局
農産政策部企画課
食糧調査官

- - - - - R5.3.31 R5.6.1 亀田製菓株式会社 菓子の製造販売業
アドバイ
ザー

無 無

290 辻ノ内　満 60
北海道森林管理局
後志森林管理署長

- - - - - R5.3.31 R5.5.1
北海道木材産業協同
組合連合会

木材の共同生産、
共同加工、共同販
売及び共同購入、
木材需要促進事業
等関連事務

常務理事 無 無

291 七澤　英樹 60
動物検疫所総務部
長

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
公益社団法人全国国
土調査協会

国土調査事業の促
進、啓発及び調
査・研究等

総務部長
（嘱託職
員）

無 無

292 二階堂　孝子 60
農林水産省消費・
安全局付

- - - - - R5.3.31 R5.6.19
公益財団法人在宅医
療助成勇美記念財団

在宅医療の推進、
支援

常務理事 無 無

293 山本　真也 60
東北農政局地方参
事官

- - - - - R5.3.31 R5.5.1
公益財団法人日本豆
類協会

豆類の生産、流通
及び消費に関する
調査研究等

企画調査部
長

無 無

294 横尾　英博 57

経済産業省大臣官
房付（内閣府知的
財産戦略事務局
長）

- - - - - H28.6.17 H30.4.1 株式会社デンソー 自動車部品製造業 常務役員 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

295 宮本　聡 55 中小企業庁長官 - - - - - H29.7.5 R1.6.27
古河電気工業株式会
社

金属製品、情報通
信機器等の製造・
販売

取締役兼執
行役員

無 無

296 住田　孝之 56
経済産業省大臣官
房付

- - - - - R1.7.5 R3.4.1 住友商事株式会社 総合商社 執行役員 無 無

297 寺澤　達也 58 経済産業審議官 - - - - - R1.7.12 R3.7.1
一般財団法人日本エ
ネルギー経済研究所

エネルギー経済の
動向等に関する調
査・研究

理事長 無 無

298 髙橋　泰三 57
資源エネルギー庁
長官

- - - - - R2.7.20 R4.4.1 富士通株式会社
通信機器・装置・
システムの製造及
び販売等

執行役員Ｓ
ＥＶＰ

無 無

299 安藤　久佳 61 経済産業事務次官 - - - - - R3.7.1 R5.4.1
ＧＭＯインターネッ
トグループ株式会社

インターネットイ
ンフラ事業、イン
ターネット広告事
業等

顧問 無 無

300 安藤　久佳 61 経済産業事務次官 - - - - - R3.7.1 R5.6.14
東京中小企業投資育
成株式会社

中小企業の発行す
る株式の引受け、
保有、中小企業の
指導育成等

代表取締役
社長

無 無

301 田中　繁広 59 経済産業審議官 - - - - - R3.7.1 R5.4.1 日本電気株式会社
電子機械器具の製
造販売、情報通信
サービスの提供等

Ｃｏｒｐｏ
ｒａｔｅＳ
ＥＶＰ（副
社長）

無 無

302 樋口　信宏 56
特許庁審判部審判
長（第６部門長）

- - - - - R3.7.1 R5.4.1
正林国際特許商標事
務所

弁理士業務 事務員 無 無

303 浜辺　哲也 57
中小企業庁中小企
業政策統括調整官

- - - - - R3.9.30 R5.4.1 日立建機株式会社

建設機械・運搬機
械等の製造・販
売・レンタル・ア
フターサービス

執行役経営
戦略本部長

無 無

304 伊集院　健夫 60

経済産業省通商政
策局地域通商政策
研究官兼国際戦略
情報分析官

- - - - - R4.3.31 R5.4.1
学校法人国立音楽大
学

教育・研究 監事 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

305 山村　直弘 60
経済産業省地域経
済産業グループ地
方調整室長

- - - - - R4.3.31 R5.5.26 日本羊腸輸入組合
羊腸等の輸入の健
全な発展等に寄与
する業務

専務理事 無 無

306 島田　信一 59
特許庁審判部審判
長（第11部門）

- - - - - R4.4.1 R5.4.1 特許庁 国家公務 調査員 無 無

307 岩崎　晋 57 特許庁特許技監 - - - - - R4.7.1 R5.6.16
一般財団法人工業所
有権協力センター

工業所有権に関連
する調査

専務理事 無 無

308 江口　純一 57

経済産業省大臣官
房サイバーセキュ
リティ・情報化審
議官

- - - - - R4.7.1 R5.4.1
株式会社東日本計算
センター

トータルシステム
インテグレーショ
ン事業（システ
ム・ソフト開発、
ネットワーク構
築、コンサルティ
ング等）

顧問 無 無

309 江口　純一 57

経済産業省大臣官
房サイバーセキュ
リティ・情報化審
議官

- - - - - R4.7.1 R5.5.18
一般社団法人日本電
気計測器工業会

電気計測器に関す
る調査研究、普及
啓発、国際協力等

専務理事 無 無

310 十時　憲司 55
経済産業省大臣官
房付

- - - - - R4.7.1 R5.6.1 川崎重工業株式会社
輸送用機器・産業
用機器の開発・製
造・販売

顧問 無 無

311 広瀬　直 59 経済産業審議官 - - - - - R4.7.1 R5.4.1 丸紅株式会社 総合商社
常務執行役
員

無 無

312 森　清 59 特許庁長官 - - - - - R4.7.1 R5.4.1 三井物産株式会社 総合商社
常務執行役
員

無 無

313 渡邉　政嘉 59
経済産業省大臣官
房付

- - - - - R4.7.1 R5.4.1
国立大学法人山形大
学

教育・研究

山形大学特
任教授（研
究・産学連
携推進本
部）

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

314 松岡　建志 55
経済産業省大臣官
房付

- - - - - R4.7.3 R5.3.30 株式会社ポピンズ

ナニー・ベビー
シッター・教育・
保育・介護サービ
ス

取締役 無 無

315 松岡　建志 55
経済産業省大臣官
房付

- - - - - R4.7.3 R5.3.31 株式会社ウィッシュ
人材派遣業（保育
関連）

代表取締役 無 無

316 前田　泰宏 58
経済産業省大臣官
房付

- - - - - R4.8.31 R5.3.23
合同会社ブルース
ビート

コンサルティング
業

代表社員 無 無

317 吉野　恭司 57
資源エネルギー庁
廃炉汚染水処理水
特別対策監

- - - - - R4.10.15 R5.4.1
ＪＦＥスチール株式
会社

鉄鋼製品等の製
造・加工・販売

常務執行役
員

無 無

318 月舘　実 60
経済産業省大臣官
房付

- - - - - R4.12.31 R5.4.1
一般財団法人エンジ
ニアリング協会

エンジニアリング
に関する調査・研
究、普及啓発等

事務局長 無 無

319 石井　善之 59
特許庁総務部普及
支援課長

- - - - - R5.1.1 R5.4.1
一般財団法人日本特
許情報機構

工業所有権情報に
関する調査等

営業推進部
長

無 有

320 佐藤　松江 59
特許庁審判部審判
長（第35部門）

- - - - - R5.1.1 R5.4.1
一般財団法人日本特
許情報機構

工業所有権情報に
関する調査等

商標審査協
力部主幹

無 有

321 泉　裕二 60

特許庁審査第一部
調整課知的財産情
報分析官（特許審
査支援担当）併任
特許庁審査第一部
調整課地域イノ
ベーション促進室
（特許庁総務部総
務課業務管理企画
官併任特許庁総務
部総務課苦情処理
室長）

- - - - - R5.3.31 R5.5.1
一般財団法人ソフト
ウェア情報センター

ソフトウェア関連
技術等の動向に係
る情報の収集事業

部長代理 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

322 稲葉　和生 60
特許庁審判部審判
長（第27部門）

R4.11.25
特許庁審判部審判
長（第27部門）

R4.11.25 R5.3.31
審判事件に関する
事務

R5.3.31 R5.4.1 特許庁 国家公務 調査員 無 無

323 大島　祥吾 60
特許庁審判部審判
長（第20部門）

R4.11.25
特許庁審判部審判
長（第20部門）

R4.11.25 R5.3.31
審判事件に関する
事務

R5.3.31 R5.4.1 特許庁 国家公務 調査員 無 無

324 片岡　秀之 60
経済産業省中部近
畿産業保安監督部
長

- - - - - R5.3.31 R5.6.26
一般財団法人中部電
気保安協会

電気設備の保安管
理業務

本店保安部
専門主査

無 有

325 藏野　雅昭 60

特許庁審判部審判
長（第21部門）併
任特許庁審判部審
判長（第19部門）

R4.11.30

特許庁審判部審判
長（第21部門）
（併任）特許庁審
判部審判長（第19
部門）

R4.11.30 R5.3.31
審判事件に関する
事務

R5.3.31 R5.4.1 特許庁 国家公務 調査員 無 無

326 杉浦　好之 60
経済産業省大臣官
房付

- - - - - R5.3.31 R5.4.1
独立行政法人経済産
業研究所

経済産業政策に関
する調査・研究

ＥＢＰＭシ
ニアコー
ディネー
ター

無 無

327 中島　真一郎 60

経済産業省中部経
済産業局資源エネ
ルギー環境部電源
開発調整官

- - - - - R5.3.31 R5.5.24
一般社団法人中部電
気管理技術者協会

電気管理技術者が
行う業務に関する
技術向上及び情報
交換等を図り、電
気事故防止に寄与
する業務。

事務局長 無 有

328 橋場　芳文 60
経済産業省大臣官
房付

R5.3.6

①独立行政法人エ
ネルギー・金属資
源鉱物資源機構特
命審議役
②経済産業省大臣
官房付

①R5.3.6
②R5.3.31

①R5.3.30
②R5.3.31

①地熱資源開発及
び洋上風力基礎調
査に関する支援
②大臣官房の所掌
に関する事務

R5.3.31 R5.4.10
日本ハウズイング株
式会社

マンション管理
本社住宅営
業部準社員

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

329 福島　浩司 60
特許庁審判部審判
長（第２部門）

- - - - - R5.3.31 R5.6.1 株式会社ＡＩＲＩ 技術調査業務
量子工学領
域主査

無 有

330 松下　聡 60
特許庁審判部審判
長（第16部門）

R4.11.21
特許庁審判部審判
長（第16部門）

R4.11.21 R5.3.31
審判事件に関する
事務

R5.3.31 R5.4.1 特許庁 国家公務 調査員 無 無

331 𠮷村　尚 60
特許庁審判部審判
長（第７部門）

R4.11.17
特許庁審判部審判
長（第７部門）

R4.11.17 R5.3.31
審判事件に関する
事務

R5.3.31 R5.4.1 特許庁 国家公務 調査員 無 無

332 江口　大介 29
経済産業省経済産
業政策局産業組織
課課長補佐

- - - - - R5.4.19 R5.5.1
西村あさひ法律事務
所

弁護士業務
弁護士（ア
ソシエイ
ト）

無 無

333 澤田　裕生 38
経済産業省経済産
業政策局産業人材
課課長補佐

- - - - - R5.6.16 R5.6.19
長島・大野・常松法
律事務所

弁護士業務
弁護士（ア
ソシエイ
ト）

無 無

334 馬場﨑　靖 57
国土交通省大臣官
房危機管理・運輸
安全政策審議官

- - - - - R3.8.1 R5.6.28
日本運輸倉庫株式会
社

貨物自動車運送事
業、倉庫業等の経
営

監査役 無 無

335 池田　博美 60 近畿運輸局付 - - - - - R4.3.31 R5.5.16 株式会社クボタ 製造業

グローバル
技術研究所
常勤嘱託社
員

無 無

336 伊藤　徳男 60
近畿運輸局大阪運
輸支局長

- - - - - R4.3.31 R5.6.8
一般社団法人大阪府
トラック協会

大阪府下の貨物運
送事業者を会員と
し、行政が行う運
送事業者に対する
種々事業について
の指導等を行う

専務理事 無 無

337 角谷　敬二郎 60
近畿運輸局観光部
長

- - - - - R4.3.31 R5.5.15
公益社団法人近畿海
事広報協会

海事思想の普及 専務理事 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

338 古城　達也 65 海難審判所長 - - - - - R4.3.31 R5.6.13
公益財団法人海難審
判・船舶事故調査協
会

海難審判事件及び
船舶事故等の調査
研究

理事長 無 無

339 末田　高嗣 60
近畿運輸局海上安
全環境部首席海事
技術専門官

- - - - - R4.3.31 R5.5.11
商船三井オーシャン
エキスパート株式会
社

船員派遣業、海技
技術者派遣業、海
事代理業

海技技術派
遣員

無 無

340 宮澤　淳 60 東北運輸局付 - - - - - R4.3.31 R5.5.8
一般社団法人岩手県
タクシー協会

一般乗用旅客自動
車運送事業の進歩
発展に必要な調査
研究、指導教育及
び会員の交流、連
携及び親睦向上、
福利増進等

専務理事 無 無

341 脇野　正博 60
九州運輸局交通政
策部長

- - - - - R4.3.31 R5.4.1
株式会社ケー・
シー・エス

コンサルティング
事業

常勤技術顧
問（アドバ
イザー）

無 無

342 井出　佳春 59
関東地方整備局総
務部総括調整官

- - - - - R4.4.1 R5.6.16
一般社団法人関東地
域づくり協会

国土の利用及び整
備又は保全、災害
防止、環境に関す
る事業の円滑な推
進

理事兼総務
部長

無 無

343 大槻　英治 58
国土交通省大臣官
房付

- - - - - R4.4.1 R4.11.1
参議院議員足立敏之
事務所

議員活動の支援
政策担当秘
書

無 無

344 大槻　英治 58
国土交通省大臣官
房付

- - - - - R4.4.1 R4.11.1 足立敏之後援会 政治活動の支援 職員 無 無

345 瀬田　等 58
国土交通省海事局
船員政策課雇用対
策室長

- - - - - R4.4.1 R5.6.16
株式会社東急コミュ
ニテイー

マンション管理 パート社員 無 無

50



自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

346 南山　瑞彦 58
国土交通省大臣官
房付

- - - - - R4.4.1 R5.4.1 学校法人日本大学 教育・研究
日本大学生
産工学部教
授

無 無

347 浅輪　宇充 60
国土交通省港湾局
長

- - - - - R4.6.28 R5.4.1
成田国際空港株式会
社

成田国際空港の設
置及び管理等

非常勤顧問 無 無

348 浅輪　宇充 60
国土交通省港湾局
長

- - - - - R4.6.28 R5.4.1 学校法人日本大学 教育、研究
日本大学理
工学部非常
勤講師

無 無

349 井上　智夫 58
国土交通省 水管
理・国土保全局長

- - - - - R4.6.28 R5.4.1 紀宝町 地方公務 顧問 無 無

350 岩見　吉輝 57
国土交通省総合政
策局公共事業企画
調整課長

- - - - - R4.6.28 R5.6.16
一般社団法人日本建
設機械施工協会

建設機械及び建設
施工に関する技術
等の向上と普及

業務執行理
事

無 無

351 植松　龍二 57
国土交通省水管
理・国土保全局下
水道部長

- - - - - R4.6.28 R5.6.22
公益財団法人日本下
水道新技術機構

下水道に関する調
査、研究、開発及
び評価等の実施

専務理事 無 無

352 多田　智 57
国土交通省大臣官
房付

- - - - - R4.6.28 R5.5.25
一般社団法人建設コ
ンサルタンツ協会

建設コンサルタン
トの支援

副会長兼専
務理事

無 無

353 飛田　幹男 61 国土地理院長 - - - - - R4.6.28 R5.5.1
 国立大学法人筑波大
学

教育・研究
筑波大学シ
ステム情報
系教授

無 無

354 山田　邦博 63 国土交通事務次官 - - - - - R4.6.28 R5.6.21
一般財団法人日本建
設情報総合センター

建設事業の円滑な
執行に資する情報
システムの調査研
究、開発・改良、
運用・保守並びに
建設情報の提供・
普及

理事長 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

355 横田　正文 57
国土交通省大臣官
房海外プロジェク
ト審議官

- - - - - R4.6.28 R5.6.27
東日本建設業保証株
式会社

公共工事の前払金
保証、契約保証、
契約保証予約、中
間前払金保証等

取締役 無 無

356 横田　正文 57
国土交通省大臣官
房海外プロジェク
ト審議官

- - - - - R4.6.28 R5.6.27
株式会社イー・エ
ス・マネジメント

浜離宮建設プラザ
の総合管理運営

取締役 無 無

357 横田　正文 57
国土交通省大臣官
房海外プロジェク
ト審議官

- - - - - R4.6.28 R5.6.27
株式会社建設経営
サービス

建設業を専門とし
た経営コンサル
ティング事業、講
師派遣・調査等の
各種受託事業、建
設業を専門とした
ファクタリング事
業

取締役 無 無

358 渡邊　政義 57 北海道開発局付 - - - - - R4.6.28 R5.5.29 株式会社開発工営社
建設コンサルタン
ト業

取締役 無 無

359 江坂　行弘 57
国土交通省自動車
局付

- - - - - R4.7.1 R4.11.1 株式会社アクテス
業務支援システム
開発

エグゼク
ティブフェ
ロー

無 無

360 江坂　行弘 57
国土交通省自動車
局付

- - - - - R4.7.1 R5.4.1
一般社団法人日本自
動車工業会

自動車の安全・環
境技術に関する調
査、研究等

常務理事 無 無

361 田中　敬三 57
国土交通省大臣官
房付

- - - - - R4.7.1 R5.6.28
日本住宅パネル工業
協同組合

建築部品の共同販
売、建築物の設
計・監理、施工等

専務理事 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

362 吉永　宙司 56
国土交通省港湾局
付

- - - - - R4.7.1 R5.6.21
一般財団法人港湾空
港総合技術センター

港湾、空港施設等
の建設・維持管理
事業に関する調査
研究および事業実
施の支援

業務執行理
事

無 無

363 三輪　準二 57
国土交通省大臣官
房付

- - - - - R4.8.1 R5.6.9
公益社団法人土木学
会

土木工学に関する
研究発表会等の開
催、会誌その他土
木工学に関する図
書、印刷物の刊行

専務理事 無 無

364 津森　洋介 47
国土交通省大臣官
房付

- - - - - R4.10.18 R5.4.28
株式会社オー・ア
イ・シー

コンサルタント業 取締役 無 無

365 津森　洋介 47
国土交通省大臣官
房付

- - - - - R4.10.18 R5.6.1 黒髪石材株式会社 採石業 顧問 無 無

366 鈴木　英治 60
福岡航空交通管制
部長

- - - - - R5.1.1 R5.4.1
成田国際空港株式会
社

成田国際空港の設
置、管理

嘱託（部付
参与）

無 無

367 谷本　明敏 60 大阪航空局次長 - - - - - R5.1.1 R5.4.1 東京都 地方公務

港湾局離島
港湾部副参
事（航空保
安担当課
長）

無 無

368 辻　正剛 56
国土交通省自動車
局自動車情報課自
動車登録管理室長

- - - - - R5.1.1 R5.4.1
一般社団法人全国ハ
イヤー・タクシー連
合会

タクシー事業の健
全な発展のため、
調査・研究、広報
活動、関係方面へ
の要望・提言等の
事業を実施

事務局長 無 無

369 長谷川　直之 62 気象庁長官 - - - - - R5.1.5 R5.6.1
一般財団法人気象業
務支援センター

気象情報の利用促
進及び民間気象業
務の発達の支援

嘱託職員
（調査役）

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

370 池田　尊彦 58
国土交通省港湾局
付

- - - - - R5.1.13 R5.4.17
一般財団法人みなと
総合研究財団

港湾・空港に係る
調査研究、多様な
活動主体支援、広
報普及など

嘱託（客員
研究員）

無 無

371 池田　尊彦 58
国土交通省港湾局
付

- - - - - R5.1.13 R5.6.5 ＡＲＩオフィス
港湾・空港等に関
する調査研究及び
執筆業務等

- 無 無

372 伊藤　達也 60
国土交通省港湾局
付

- - - - - R5.1.13 R5.5.1
一般財団法人　みな
と総合研究財団

港湾・空港の開発
等に関する総合
的・科学的な調査
研究

首席研究員 無 無

373 礒田　久 60 関東運輸局付 - - - - - R5.3.31 R5.6.1
一般社団法人群馬県
自動車整備振興会

自動車整備事業の
振興事業

事務局次長 無 無

374 一條　正浩 60
海上保安庁第十一
管区海上保安本部
長

- - - - - R5.3.31 R5.6.23
公益財団法人海上保
安協会

海上保安活動に係
る普及啓発に関す
る事業等

常務理事 無 無

375 犬塚　誠 60
九州運輸局鉄道部
長

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
一般財団法人福岡県
自動車標板協会

自動車登録番号標
交付代行業務及び
封印取付業務

一般職員 無 無

376 井部　夏樹 53
大阪航空局松山空
港事務所長

- - - - - R5.3.31 R5.5.1 久万造林株式会社 造林業 社員 無 無

377 牛島　幹之 60
九州運輸局自動車
技術安全部長

- - - - - R5.3.31 R5.4.17
一般社団法人福岡県
自動車整備振興会

自動車整備事業の
適正な運営と健全
な発展

参与 無 無

378 片岡　俊一 60
中国運輸局海事振
興部長

- - - - - R5.3.31 R5.5.23
一般社団法人中国貸
切バス適正化セン
ター

中国地域における
貸切バス事業の適
正化の推進

業務係兼適
正化事業指
導員

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

379 金平　成市 60
九州運輸局海事振
興部長

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
九州旅客船協会連合
会

旅客航路事業の円
滑な事業遂行及び
振興・発展に関す
る会員間の連絡調
整

専務理事 無 無

380 久世　和彦 60
九州運輸局福岡運
輸支局長

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
一般財団法人福岡県
自動車標板協会

自動車登録番号標
交付代行事業及び
封印取付受託業務
並びに車両番号標
頒布事業及びそれ
らに付随する業務

箱崎支部次
長

無 無

381 沓澤　隆司 59

国土交通省総合政
策局社会資本経済
分析特別研究官
（内閣府政策統括
官（経済社会シス
テム担当）付参事
官（社会基盤担
当）)

R4.7.29
国土交通省総合政
策局社会資本経済
分析特別研究官

R4.7.29 R5.3.31
社会資本整備に関
する調査研究

R5.3.31 R5.4.1 学校法人武蔵野大学 教育・研究
武蔵野大学
経済学部経
済学科教授

無 無

382 栗田　利彦 60 東北運輸局付 - - - - - R5.3.31 R5.5.1
一般社団法人東北観
光推進機構

東北６県及び新潟
県における広域連
携による観光振興
等に関する事業

推進本部長
代理（管理
監督者）

無 無

383 佐藤　聡 60
東北運輸局海事振
興部長

- - - - - R5.3.31 R5.5.1
一般財団法人東北貸
切バス適正化セン
ター

東北地域における
貸切バス事業の適
正化を推進し、輸
送の安全及び利用
者の利便の確保を
図る

首席指導員 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

384 重冨　徹 60
国土交通省海事局
付

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
株式会社パソナグ
ループ

人材派遣業務、先
行技術調査業務等

理事（事業
開発本部
付）

無 無

385 柴宮　義文 60
国土交通省海事局
付

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
一般財団法人新日本
検定協会

国内外物流におい
て公正、公平で信
頼性の高い検査、
分析、検量及びこ
れに関連する業務
サービスを提供

安全環境室 
専任顧問

無 無

386 田淵　一浩 60 神戸運輸監理部長 - - - - - R5.3.31 R5.6.23
一般財団法人日本船
舶技術研究協会

船舶技術及び船舶
に関する基準・標
準規格に関する試
験研究及び調査並
びにその成果の普
及など

常務理事 無 無

387 玉田　紀之 60
東北運輸局秋田運
輸支局長

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
東北オアシス企業年
金基金

企業年金業 事務局長 無 無

388 中原　禎弘 60
九州運輸局鹿児島
運輸支局長

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
公益財団法人九州運
輸振興センター

九州経済圏におけ
る交通及び観光の
振興と近代化を図
るための事業等

事務局長 無 無

389 橋本　俊二 60
北陸信越運輸局総
務部長

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
公益社団法人新潟県
バス協会

バス事業の適正運
営及び健全発展等
に関する団体業務

専務理事 無 無

390 橋本　実千寿 60
中国運輸局鳥取運
輸支局長

- - - - - R5.3.31 R5.5.11
一般社団法人日本自
動車販売協会連合会
島根県支部

自動車販売事業の
経営改善、自動車
の登録等に係わる
代行事業等

支部参与 無 無

391 橋本　実千寿 60
中国運輸局鳥取運
輸支局長

- - - - - R5.3.31 R5.6.22
一般社団法人日本自
動車販売協会連合会
島根県支部

自動車販売事業の
経営改善、自動車
の登録等に係わる
代行事業等

専務理事 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

392 原野　康寅 60
中国運輸局自動車
技術安全部長

- - - - - R5.3.31 R5.6.10
山口県自動車整備商
工組合

自動車整備事業の
近代化事業を主体
とする指導・教育
事業、共同経済事
業、自動車整備近
代化資金事業等

専務理事 無 無

393 原野　康寅 60
中国運輸局自動車
技術安全部長

- - - - - R5.3.31 R5.6.10
一般社団法人山口県
自動車整備振興会

自動車整備事業の
健全な運営に資す
るための事業

専務理事 無 無

394 樋口　康弘 60
北海道運輸局自動
車交通部長

- - - - - R5.3.31 R5.4.20
公益社団法人北海道
トラック協会

貨物自動車運送事
業に関する指導、
調査及び研究

参事 無 無

395 深尾　尚司 60
北海道運輸局鉄道
部次長

- - - - - R5.3.31 R5.5.1
北海道霊柩自動車協
会

会員の事業に対す
る指導、研究、調
査等

常務理事 無 無

396 藤本　敏文 61
海洋気象情報室技
術専門官（神戸地
方気象台長）

R4.12.19
海洋気象情報室・
技術専門官

R4.12.19 R5.3.31
沿岸防災情報作
成・提供

R5.3.31 R5.4.1
国立研究開発法人国
立環境研究所

地球環境観測衛星
の検証事業の推進

高度技術専
門員

無 無

397 増田　克樹 60
海上保安庁大阪海
上保安監部長

- - - - - R5.3.31 R5.6.16
公益社団法人瀬戸内
海海上安全協会

海難防止に関する
調査研究等

専務理事 無 無

398 松永　哲雄 60
中部運輸局観光部
次長

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
公益社団法人愛知県
バス協会

バス事業者団体 事務局次長 無 無

399 宮長　勇作 60
中国運輸局自動車
交通部長

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
一般社団法人岡山県
トラック協会

貨物運送事業の適
正な運営、公正な
競争の確保、事業
の健全な発達、公
共の福祉への寄
与、社会的地位の
向上及び会員相互
の協調

役員待遇 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

400 宮長　勇作 60
中国運輸局自動車
交通部長

- - - - - R5.3.31 R5.6.16
一般社団法人岡山県
トラック協会

貨物運送事業の適
正な運営、公正な
競争の確保、事業
の健全な発達、公
共の福祉への寄
与、社会的地位の
向上及び会員相互
の協調

専務理事 無 無

401 山内　克美 60
国土交通省航空局
安全部安全政策課
首席整備審査官

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
Ｐｅａｃｈ Ａｖｉａ
ｔｉｏｎ 株式会社

航空運送事業

安全統括セ
ンター安全
監査部　副
部長

無 無

402 山口　昭博 60
中国運輸局総務部
長

- - - - - R5.3.31 R5.6.16
一般社団法人広島県
タクシー協会

一般乗用旅客自動
車運送事業の適正
な運営及び健全な
発達に資するため
の調査・研究及び
対策

専務理事 無 無

403 吉本　道明 60
近畿運輸局交通政
策部次長

- - - - - R5.3.31 R5.6.1
公益社団法人兵庫県
バス協会

兵庫県下における
バス事業振興、広
報。バス事業者へ
の輸送の安全・環
境に関する普及啓
発

総務部長 無 無

404 禮田　英一 60
国土交通省海事局
付

- - - - - R5.3.31 R5.4.15
日本マクドナルド株
式会社

飲食業

大宮西口店
パートタイ
マー（ク
ルー）

無 無

405 秋葉　秀樹 57
国土交通省大臣官
房付

- - - - - R5.4.1 R5.6.1
一般財団法人首都圏
不燃建築公社

不燃住宅その他の
不燃建造物の取
得、建設、譲渡又
は管理経営等

総務部部長 無 無

406 川口　清美 58
北海道開発局農業
水産部付

- - - - - R5.4.1 R5.6.1
サン技術コンサルタ
ント株式会社

建設コンサルタン
ト及び調査・測量
業

技術顧問 無 無

407 髙橋　雅一 58
北海道開発局開発
監理部開発調査課
長

- - - - - R5.4.1 R5.6.1
株式会社農土コンサ
ル

建設コンサルタン
ト・測量業・派遣
業（特定）

技術顧問 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

408 南雲　吉久 59
国土地理院地理地
殻活動研究セン
ター研究管理課長

- - - - - R5.4.1 R5.6.1
公益社団法人日本測
量協会

測量及び地理空間
情報分野の調査研
究・普及啓発

測量技術セ
ンター調査
役

無 無

409 三輪　賢志 55
国土交通省大臣官
房付

- - - - - R5.4.1 R5.4.3 アップ・ビルド
経営コンサルタン
ト

代表 無 無

410 岩元　昭博 42
国土交通省航空局
安全部無人航空機
安全課専門官

- - - - - R5.4.30 R5.5.1
リーガルウイング法
律事務所

弁護士業 弁護士 無 無

411 渕上　憲司 39

国土交通省航空局
航空ネットワーク
部航空ネットワー
ク企画課空港経営
改革推進室専門官

- - - - - R5.4.30 R5.5.1
ＥＹストラテジー・
アンド・コンサル
ティング株式会社

財務アドバイザ
リー

ディレク
ター（管理
職）

無 無

412 正田　寛 59
環境省地球環境審
議官

- - - - - R4.7.1 R5.4.24
株式会社パナソニッ
ク総研

情報収集・分析、
調査分析レポート
の発行等

理事（非常
勤）

無 無

413 正田　寛 59
環境省地球環境審
議官

- - - - - R4.7.1 R5.5.1
パナソニックマーケ
ティングジャパン株
式会社

パナソニックブラ
ンド家電商品の卸
販売、および修
理・サービス業
務、太陽光・リ
フォーム・システ
ムに関するエンジ
ニアリング事業 等

非常勤取締
役

無 無

414 中井　徳太郎 60 環境事務次官 - - - - - R4.7.1 R5.4.1 三菱商事株式会社 総合商社

サステナビ
リティアド
バイザリー
コミッ
ティーメン
バー

無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

415 東　幸毅 60

環境省水・大気環
境局総務課越境大
気汚染情報分析官
（総務省公害等調
整委員会事務局審
査官）

- - - - - R5.3.31 R5.6.1 応用地質株式会社

環境分野、特に自
然環境、生活環境
の分野における調
査、対策等に関す
るコンサルティン
グ業務

理事技師長 無 無

416 田中　紀彦 60 環境省大臣官房付 - - - - - R5.3.31 R5.6.1
中間貯蔵・環境安全
事業株式会社

中間貯蔵に係る事
業、ポリ塩化ビ
フェニル廃棄物の
処理に係る事業等

中間貯蔵事
業部部付職

無 無

417 是澤　裕二 59 環境省大臣官房付 - - - - - R5.4.1 R5.6.1 いであ株式会社
建設環境コンサル
タント業

国土環境研
究所技術顧
問

無 無

418 青木　昌浩 60
原子力規制庁長官
官房付

- - - - - R5.3.31 R5.4.1 国際原子力機関 国際機関
上級原子力
安全専門職

無 無

419 鈴木 祥一 60 会計検査院第2局長 R4.10.3

①会計検査院事務
総長官房審議官
（第2局担当）
②会計検査院第2
局長

①R4.10.3
②R4.12.22

①R4.12.21　
②R5.3.30

①第2局の重要事項
（厚生関係）の企
画及び立案に参画
し、関係事務を総
括整理
②第2局の局務を掌
理

R5.3.30 R5.4.1 岐阜県 地方公務
代表監査委
員

無 無

420 柳川　明 60

会計検査院第3局国
土交通検査第1課国
土交通統括検査室
長

- - - - - R5.3.31 R5.6.1 日本工営株式会社
開発及び建設技術
コンサルティング
業務等

技術監査室　
室員

無 無

421 谷口　靖 62

独立行政法人造幣
局貨幣部生産管理
課企画調整官（独
立行政法人造幣局
貨幣部長）

- - - - - R5.3.31 R5.4.1 独立行政法人造幣局
独立行政法人造幣
局の業務（貨幣部
等）の掌理

理事 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の年

齢
離職時の官職

離職前の求
職開始日
（注２）

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容（注２）

再就職日 再就職先の名称

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無
（注４）

離職日
再就職先に
おける地位

求職の承
認の有無
（注３）

再就職先の業務内
容

422 西田　信行 60

独立行政法人農林
水産消費安全技術
センター消費安全
情報部長

R5.2.27

独立行政法人農林
水産消費安全技術
センター　消費安
全情報部長

R5.2.27 R5.3.31

法人の業務に関す
る情報の収集、整
理、分析、システ
ムの管理及び情報
セキュリティ等の
事務

R5.3.31 R5.5.1 三陽自動車株式会社
貸切バス、特定バ
ス、乗合バス、福
祉送迎、運行管理

埼玉事業所
管理主任

無 無

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

離職前の求職開始日とは、以下に掲げる日のいずれか早い日をいい、該当する日がなかった場合（職員の退職管理に関する政令の一部を改正する政令（以下「改正政令」という。）の施行日（平成30年１月１日)前に「離職前の求職開始日」があった
場合を含む。）には、「離職前の求職開始日」欄に「-」と記載し、「離職前の求職開始日から離職日までの間の職員としての在職状況及び職務内容」欄に、「-」と記載している。
①再就職先に対し、再就職を目的として、 初に自己に関する情報を提供した日
②再就職先に対し、再就職を目的として、 初に当該再就職先の地位に関する情報の提供を依頼した日
③再就職先に対し、 初に当該再就職先の地位に就くことを要求した日

「国家公務員法第106条の24第２項等の規定に基づく届出」には、独立行政法人通則法第54条第１項において準用する国家公務員法第106条の24第２項の規定に基づく届出が含まれる。

「求職の承認」とは、国家公務員法第106条の３第２項第４号の規定に基づく承認及び独立行政法人通則法第54条第１項において準用する国家公務員法第106条の３第２項第４号の規定に基づく承認をいう。

「官民人材交流センターの援助」とは、以下の①又は②をいう。
①該当する再就職に関して官民人材交流センターの職員がその職務として行った国家公務員法第106条の２第１項に規定する行為（独立行政法人通則法第54条第１項において準用する国家公務員法第18条の５第１項及び同法第18条の６第１項（改正法
による改正前の独立行政法人通則法第54条の２第１項において準用する場合を含む。）の規定に基づいて官民人材交流センターの職員がその職務として行った当該行為を含む。）
②官民人材交流センターが、国家公務員法第18条の５第１項及び第18条の６第１項の規定に基づき、早期退職募集制度（国家公務員退職手当法（昭和28年法律第182号）第８条の２第５項）による認定を受けた者又は受ける予定である者に対し、民間
の再就職支援会社を活用して実施した再就職支援（該当する者は「有※」と記載）
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自 至

1 林　孝次 59
警視庁第十方面本
部長

- - - - - R4.2.14 R5.4.1
日本郵政不動産株式会
社

不動産業 契約社員 無 無

2 岡崎　史朗 60
徳島県徳島中央警
察署長

- - - - - R4.3.22 R5.4.1 株式会社大塚製薬工場
医薬品等の研究、
開発、製造及び販
売

顧問 無 無

3 坂野　誠 60
福井県警察本部刑
事部長

- - - - - R4.3.22 R5.5.16 株式会社アイビックス
警備業、清掃業務
等

警備本部本
部長

無 無

4 前田　幹二 60
富山県警察本部交
通部長

- - - - - R4.3.25 R5.4.1 北陸電力株式会社 電力供給事業
富山支店付
部長

無 無

5 松浦　克仁 59
奈良県警察本部警
備部長

- - - - - R4.8.30 R5.4.1 株式会社ハートランド
マネジメント事業
等

事業部長 無 無

6 可児　賢司 60
愛知県警察本部交
通部長

R4.9.2
愛知県警察本部
交通部長

R4.9.2 R4.11.4
交通警察等に関す
る部務の掌理

R4.11.4 R5.4.1 株式会社アイシン 製造業 総務部顧問 無 無

7 白川　弘治 60
香川県警察本部警
備部長

- - - - - R5.2.12 R5.4.1 清水建設株式会社 建設業
四国支店参
与

無 無

8 濱野　賢吾 60
香川県警察本部生
活安全部長

- - - - - R5.2.12 R5.4.1 大成建設株式会社 建設業
四国支店参
与

無 無

9 竹村　公志 60
高知県警察本部交
通部長

R4.11.14
高知県警察本部
交通部長

R4.11.14 R5.2.17
交通警察等に関す
る部務の掌理

R5.2.17 R5.4.1 株式会社たいよう共済
制度保険及び各種
損害保険の代理店
業務

高知支店支
店長

無 無

10 松田　秀生 60
岡山県警察本部交
通部長

- - - - - R5.2.17 R5.4.1
両備ホールディングス
株式会社

交通運輸業等 顧問 無 無

番号 氏名
離職時の

年齢
離職時の官職

離職前の
求職開始

日

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容

所属・官職

在職期間

職務内容

【３－２ 特定地方警務官（注）に係る届出関連】

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無

離職日 再就職日 再就職先の名称
再就職先の業務内

容
再就職先に
おける地位

求職の
承認の
有無
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自 至

番号 氏名
離職時の

年齢
離職時の官職

離職前の
求職開始

日

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無

離職日 再就職日 再就職先の名称
再就職先の業務内

容
再就職先に
おける地位

求職の
承認の
有無

11 宮本　保 59
岡山県岡山中央警
察署長

- - - - - R5.2.17 R5.4.1
自動車安全運転セン
ター

安全運転研修業務
等

岡山県事務
所長

無 無

12 枝廣　基司 60 警視庁警察学校長 - - - - - R5.2.20 R5.4.1 東亜建設工業株式会社 総合建設業 顧問 無 無

13 大嶽　裕保 59 警視庁地域部長 - - - - - R5.2.20 R5.4.1 ヤマト運輸株式会社 運送業 総務部長 無 無

14 大野　賢司 59
警視庁本所警察署
長

- - - - - R5.2.20 R5.4.1
株式会社三菱東京ＵＦ
Ｊ銀行

金融業 参事役 無 無

15 佐川　徹也 60
警視庁立川警察署
長

- - - - - R5.2.20 R5.4.1 株式会社弥生共済会
損害保険代理店業
等

常務取締役
兼営業部長

無 無

16 鈴木　佳枝 60
警視庁上野警察署
長

- - - - - R5.2.20 R5.4.1 トヨタ自動車株式会社 自動車製造、販売
東京総務室
参事

無 無

17 田中　茂哉 60
警視庁公安第三課
長

- - - - - R5.2.20 R5.4.1
三菱ＵＦＪ信託銀行株
式会社

金融業 顧問 無 無

18 田中　康義 60
警視庁第七方面本
部長

- - - - - R5.2.20 R5.4.1
公益財団法人東京防犯
協会連合会

地域安全活動の推
進等総合防犯事業

専務理事 無 無

19 手塚　貴博 60
警視庁第九方面本
部長

- - - - - R5.2.20 R5.4.1
三井住友海上火災保険
株式会社

損害保険業 開発顧問 無 無

20 矢部　春彦 59
警視庁第十方面本
部長

- - - - - R5.2.20 R5.4.1
三井住友カード株式会
社

金融業 参事役 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の

年齢
離職時の官職

離職前の
求職開始

日

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無

離職日 再就職日 再就職先の名称
再就職先の業務内

容
再就職先に
おける地位

求職の
承認の
有無

21 渡部　雅洋 59
警視庁第四方面本
部長兼警務部参事
官

- - - - - R5.2.20 R5.4.1 出光興産株式会社 石油製品販売
アドバイ
ザー

無 無

22 岩上　譲治 60
広島県警察本部生
活安全部長

R5.2.27
広島県警察本部
生活安全部長

R5.2.27 R5.3.6
生活安全警察等に
関する部務の掌理

R5.3.6 R5.5.1
公益財団法人広島県交
通安全協会

交通安全事業 事務局長 無 無

23 政近　利久 60
広島県警察本部交
通部長

R5.2.27
広島県警察本部
交通部長

R5.2.27 R5.3.6
交通警察等に関す
る部務の掌理

R5.3.6 R5.4.1
セキスイハイム中四国
株式会社

住宅等の建設・販
売

広島支店顧
問

無 無

24 棟杉　孝 60
広島県警察本部総
務部長

- - - - - R5.3.6 R5.4.1 清水建設株式会社 建設業
広島支店顧
問

無 無

25 横浜　光広 60
青森県警察本部警
備部長

R5.1.12
青森県警察本部
警備部長

R5.1.12 R5.3.10
警備警察等に関す
る部務の掌理

R5.3.10 R5.4.1 東北電力株式会社 電気供給事業
青森支店調
査役

無 無

26 上利　嘉 60
山口県警察本部警
備部長

- - - - - R5.3.13 R5.6.1
一般社団法人山口県ビ
ルメンテナンス協会

ビルメンテナンス
の知識及び技術に
関する調査･研究等

事務局長 無 無

27 滝口　正始 60
神奈川県警察相模
原市警察部長

R5.2.21
神奈川県警察相
模原市警察部長

R5.2.21 R5.3.13
市警察部における
事務の掌理と所属
職員の指揮監督

R5.3.13 R5.4.1 神奈川県警察官友の会
警察職員への支援
事業

事務局長 無 無

28 野﨑　剛志 60
神奈川県小田原警
察署長

R5.2.7
神奈川県小田原
警察署長

R5.2.7 R5.3.13

管轄区域内におけ
る警察事務の掌理
及び所属職員の指
揮監督

R5.3.13 R5.4.1 横浜市 地方公務
資源循環局
総務部参事

無 無

29 森野　淳 60
京都府下京警察署
長

R5.2.27
京都府下京警察
署長

R5.2.27 R5.3.13

管轄区域内におけ
る警察事務の掌理
及び所属職員の指
揮監督

R5.3.13 R5.4.1
公益財団法人競馬保安
協会

競馬の公正確保に
必要な調査等

関西本部上
席調査監

無 無

30 岩根　忠 60
埼玉県警察本部総
務部長

R5.3.13
埼玉県警察本部
総務部長

R5.3.13 R5.3.17
総務部に関する部
務の掌理

R5.3.17 R5.4.1
一般社団法人埼玉県警
備業協会

犯罪抑止・治安維
持に関する啓蒙活
動・教育事業

専務理事 無 無
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自 至

番号 氏名
離職時の

年齢
離職時の官職

離職前の
求職開始

日

離職前の求職開始日から離職日までの間の
職員としての在職状況及び職務内容

所属・官職

在職期間

職務内容

官民人材
交流セン
ターの援
助の有無

離職日 再就職日 再就職先の名称
再就職先の業務内

容
再就職先に
おける地位

求職の
承認の
有無

31 窪田　豊 60
山梨県警察本部警
備部長

R5.1.11
山梨県警察本部
警備部長

R5.1.11 R5.3.17
警備警察等に関す
る部務の掌理

R5.3.17 R5.4.1 日本連合警備株式会社 警備業 参事 無 無

32 佐名　康太 60
岐阜県警察本部刑
事部長

- - - - - R5.3.17 R5.4.1
株式会社ファーレン富
山

輸入車ブランド総
合正規ディーラー
事業

顧問 無 無

33 那須　和明 60
山形県警察本部刑
事部長

R5.1.31
山形県警察本部
刑事部長

R5.1.31 R5.3.17
刑事警察等に関す
る部務の掌理

R5.3.17 R5.4.1 株式会社荘内銀行 金融業 理事 無 無

34 森島　竜一 60
岐阜県警察本部生
活安全部長

- - - - - R5.3.17 R5.4.1 岐阜市役所 地方公務
行政部危機
管理審議監

無 無

35 井手　孝志 60
長崎県長崎警察署
長

- - - - - R5.3.24 R5.5.11
一般社団法人長崎県自
動車整備振興会

自動車整備事業の
適正な運営の確保
等の業務

参与 無 無

（注） 特定地方警務官（警視正以上の階級にある都道府県警察の警察官（以下「地方警務官」という。）のうち、その属する都道府県警察において巡査の階級から順次警視の階級まで昇任し、引き続き地方警務官となった者及びこれに準ずるものとし
て国家公安委員会規則で定める者をいう。）については、警察法（昭和29年法律第162号）第56条の２の規定に基づき、国家公務員法第106条の２の規定に基づく再就職のあっせんの規制は適用しないこと等とされている。
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